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1. 調査業務第一年次概要 

 
本調査は平成 20 年 1 月 17 日に業務実施契約書を締結し、第一年次として以下の調査業

務を実施した。 
 

調査業務 期間（時期） 主な調査内容  

第一次国内作業 平成 20 年 1 月 17 日~
平成 20 年 1 月 26 日

平成 20 年 2 月 22 日～

平成 20 年 2 月 29 日

① インセプションレポート作成 
② 現地プレゼン資料作成 
③ 質問表作成 
④ 第一次現地調査準備 
⑤ 収集データ整理･解析 

第一次現地調査 平成 20 年 1 月 28 日～

平成 20 年 2 月 26 日

① 関係官庁への表敬訪問および説明 
② インセプションレポート説明協議 
③ 関係箇所の訪問調査（資料収集共） 
④ 地域制御所訪問調査（資料収集共） 
⑤ 第 1 回ワークショップ 

 

なお、調査業務第一年次関連資料として以下の資料を本報告書に添付する。 
① 第１回ワークショップ協議議事録 
② 第 1 回ワークショップでのプレゼンテーション資料 
③ 通信書類 
④ 第１回ワークショップ状況写真 
注：インドネシアのカウンターパートの要望により、第 1 回ワークショップとステアリングコミッティー

は同時に開催された。 

 

2. 従事調査団員と期間 

 
第一年次調査に従事した調査団員と従事期間は以下の通り。 

担当 従事者氏名 調査業務 従事期間 従事日数 
第一次国内作業 H20.1.18 ~ H20.1.25 6 日総括/電力開発計画 山岡 暁 
第一次現地調査 H20.1.28 ~ H20.2.26 30 日
第一次国内作業 H20.1.17 ~ H20.1.25 6 日系統計画 田中 愁佳夫 
第一次現地調査 H20.1.28 ~ H20.2.26 30 日
第一次国内作業 H20.1.17 ~ H20.1.26 8 日系統運用 小山 泰史 
第一次現地調査 H20.1.28 ~ H20.2.08 12 日
第一次国内作業 H20.1.18 ~ H20.1.25 6 日電源開発計画 松田 康治 
第一次現地調査 H20.1.28 ~ H20.2.17 21 日
第一次国内作業 H20.1.21 ~ H20.1.26 

H20.2.22 ~ H20.2.29 
6 日
6 日

一次エネルギー供
給 

中嶋 靖史 

第一次現地調査 H20.1.28 ~ H20.2.20 24 日
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担当 従事者氏名 調査業務 従事期間 従事日数 
第一次国内作業 H20.1.18 ~ H20.1.25 6 日電力需要予測 山田 浩章 
第一次現地調査 H20.1.28 ~ H20.2.08 12 日
第一次国内作業 H20.1.21 ~ H20.1.26 6 日経済財務分析 西田 雅 
第一次現地調査 H20.1.28 ~ H20.2.17 21 日
第一次国内作業 H20.1.18 ~ H20.1.25 6 日環境社会配慮 大和田 隆 
第一次現地調査 H20.1.28 ~ H20.2.26 30 日

業務調整 松野 年洋 第一次現地調査 H20.1.28 ~ H20.2.26 30 日

 
3. 調査業務結果の概要 

 
各担当による業務結果の概要は以下のとおりである。 
 

(1) 電力政策･法制度･組織 
 電力セクターに関する政策･法制度･組織について MEMRや PLNなどを訪問し調査

した。新電力法の制定動向や石炭火力発電所建設促進政策、IPP 促進政策、電力セク

ターに係る組織体制・責任分担について調査し、情報を収集した。 
 

訪問先 分類 調査内容・収集資料・情報 

MEMR, DGEEU 
(Directorate General of 
Electricity and Energy 
Utilization) 
BAPPENAS, Directorate of 
Electricity Power  

電力政策、 
法制度、組織

• 石炭火力発電所建設促進政策 
• IPP 促進政策 
• 新電力法の制定動向 
• 電力セクターに係る組織体制・責任分担 

PLN, System Planning ジャマリ地域

の電気事業 
• PLN, P3B, PJB, Indonesia Power, IPP 等の組

織・体制と機能 

  

 その結果、インドネシアにおけるエネルギーおよび電力政策、クラッシュプログラ

ムの促進政策および最新の組織体制などを確認することができた。現在改定中である

が、MEMR 発行の最新の国家電力総合計画（RUKN）は 2006-2026 年版であり、PLN
より最新の電力供給事業計画（RUPTL：2007-2016 年版）を入手した。 

 

(2) 系統計画 
 関係箇所を訪問し、案件概要説明後、系統解析・計画に必要なデータ、情報収集及び

現状課題等について調査を行った。 
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訪問先 調査内容・収集資料・情報 

PLN, P3B 

地方制御所（Region 1～4） 

• 系統計画方法 
（解析ソフトＰＳＳＥでの潮流解析をベースとした計

画策定） 
•今後 10 年間における計画概要及び課題(電力需要及び系

統拡充計画) 
•系統計画基準の考え方（主要変圧器過負荷対策、電圧・

周波数基準） 
•系統解析デーへ収集（2016 時点の解析データ、関連機器

定数、系統潮流実績） 
• ジャマリ系統 系統図及び潮流図 
•今後の発電所サイト候補地点情報・ 

 

 この結果、系統計画レビューに必要な解析データ、考え方、現状問題点などの資料・

情報を入手した。また、下記に示す基幹系統計画面での主な課題等について確認した。 

・2016 年以降、スマト->ジャマリ地域への追加 3000ＭＷ送電のジャマリ系統最適連系

個所検討の必要性 

・将来、特にジャワ島中央部での大規模電源開発に対応した基幹系統増強方法の検討 

・全体系統拡大に伴う系統安定度対策方法の検討 

 

(3) 系統運用（系統運用改善提案） 

 

 関係箇所を訪問し、案件概要説明後、準備した質問票に基づき系統運用面の現状につ

いて調査を行った。 

 

訪問先 調査内容・収集資料・情報 

PLN, P3B 

中央給電指令所 

地方制御所（Region 1～4） 

• 系統運用体制（運用範囲、操作方法、勤務体制） 
• 教育研修体制（研修内容、テキスト、シミュレーター、

実施方法） 
• 系統運用ルール（ルール対象、実績管理、電圧調整方

法、運用設備） 
• 系統解析（ツール、定数管理、模擬対象） 
• 電力品質に関する実績（目標値及び実績、信頼度指標、

事故原因） 
• PLN P3B Statistics 
• System Operation Plan ,Evaluasi Operasi 
• 個別事故報告書 
• ジャマリ系統 系統図及び潮流図 

• 系統運用に関する教育資料 

 

 この結果、系統運用に関わる統計・ルール・マニュアルなどの既存資料を入手すると

ともに、第２年次に予定されているセミナーに関する要望事項を確認した。また、中央
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給電指令所ならびに地方制御所において抱えている現状の課題を把握した。ジャマリ地

域では、過負荷や電圧低下の箇所が複数存在するなど、系統運用上の課題をいくつか抱

えている 

 
(4) 電源開発計画 

1) 電源開発計画に係るデータ/情報の収集 

・ PLN が作成した RUPTL（2007~2016）に計上されている計 34 地点の電源開発計画につ

いて、資金手当て、用地確保、EIA 等について現況の情報を得た。 

・ RUPTL とは別に MEMR が計画している地熱発電所開発計画（ジャマリ地域）の４プロ

ジェクトについても現況の情報を得た。 

 

2) 既存電力設備（発電設備）の現状調査 

 Indonesia Power 社、PJB 社及び P3B から自社所有発電所の運転実績(発電量、燃料消

費量、熱効率、運転時間数、待機時間数、計画停止時間、事故停止時間、維持・運転

費、燃料費等の資料を、火力発電所については過去 3 年分、水力については過去３～5

年分を入手した。 

 
訪問先 分類 調査内容・収集資料・情報 

PLN, System Planning 
PLN, Power Station and 
Primary Energy 
PLN, Indonesia Power 
PLN, PJB 
MEMR, DGEEU 

ジャマリ地

域の電気事

業 

• 既存電力設備（発電設備）の現状(設備容量、

最大・最小可能出力、燃料種別、燃料消費量、

発電原価、熱効率、廃止計画等) 
• PLN Statistics 2006 
• IPPを含む最新の既存電源開発計画とその進捗

状況（クラッシュプログラム、揚水、原子力発

電等） 
• IPPを含むクラッシュプログラム建設の契約内

容、資金調達及び選定プロセス 

 

3) その他関連情報 

① 他の電力開発計画の存在 

・ PLN の System Planning Division が BPPT (Agency for the Assessment and Application of 

Technology)に 2027 年までのジャマリ地域の電力開発計画を委託していることを確認

した。 

・ 委託業務のタイトルは”Studi Strategi Penyediaan Tenaga Listrik Jangka Panjang Untuk 

Sistem Jawa-Bali”で英文では”Study of Strategic Electric Power Supply in Long Term for 

Java-Bali System”である。 

・ 工期は 2007 年 4 月から 2008 年 3 月まで、3 月末には最終報告書が PLN に提出される

予定。 

・ 主目的は将来の石炭火力発電所の開発可能性検討を通じて、原子力発電所開発の要否

を戦略的に検討するもの。 
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②将来の電源開発候補地点 

・ PLN が抱えていた石炭火力発電所の開発候補地点は今回の Crash Program で使い切っ

てしまった。2015 年以降の石炭火力発電所の開発候補地点は目処が立っていない。 

・ 2003年にPLNの機構改革でそれまであった開発候補地点を探すSurvey Sectionが消滅

したため。Section の復活を是非提言して欲しいとの PLN の Staff の個人的希望が有

った。 

(5) 一次エネルギー供給 
 

 関係箇所を訪問し、下記の項目を調査した： 

 

訪問先 分類 調査内容・収集資料・情報 

MEMR, DGEEU 

MEMR, Directorate of Oil 

and Gas 

MEMR, Directorate of 

Mineral Coal and 

Geothermal 

MEMR, Energy & Mineral 

Resources Research & 

Development Agency 

BPMIGAS, Executive 

Agency for Upstream Oil 

and Gas Business Activities 

JICA 調査団、電源開発㈱ 

JETRO、Jakarta Center 

エネルギー

及び一次エ

ネルギー資

源に係る国

家政策 

• 2007 年制定のエネルギー法 

• MEMR 作成の省エネガイドライン（規則） 

• 省エネ政策の実施体制と責任分担 

• 省エネ政策の実施状況と実績 

• 石油、石炭、天然ガス、水力、地熱等の一次エ

ネルギー賦存量 

• 石油、天然ガスについては契約鉱区図、及び

PSC (Production Sharing Contract) 契約条件 

• 一次エネルギーの開発計画とその進捗状況（イ

ンフラ整備を含む） 

• 「省エネルギー普及促進調査」の進捗状況及び

意見交換 

 

 
① 電源開発の主流となる火力発電の燃料（石炭、天然ガス等）の賦存量に関するデータ

を収集した。高品質の Bituminous（瀝青炭）は輸出用に廻され、インドネシア国内電

力用に使用できるのは水分が多く、発熱量が低い低品位の Sub-Bituminous（亜瀝青炭）

である。これらの石炭は自然発火性も高いことから、長距離輸送や、長時間の貯蔵に

は不向きである事から、国際マーケットにおける石炭の需給バランスの影響を比較的

受けにくいと考えられる。マスタープランで計画されるプラントへの供給量は埋蔵量

からみれば確保可能と考えられる。 
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② PLN の燃料の調達に対するプロセスの調査結果、石油は、国営石油会社 PERTAMINA

を通じ工業用の燃料価格でネゴなしで直接購入でき、また総購入量の10％程度はMOPS

（シンガポールでの国際石油製品価格）＋αで国際市場からも調達することも可能で、 

石油は価格が高い点を除けば調達上の問題はない。 

・石炭は、発電所単位で入札で国内の石炭仲買業者から購入（契約の際には PLN 本社の

承認が必要）している。昨年末に Tanjun Jadi B 発電所において石炭保有量の不足によ

るプラント停止が発生した事もあり、今後石炭火力が増加すると消費量が急増する事

から、購入方法と、インフラを含めた安定供給に対する確認が必要である。 

・ガスについては PLN が必要とするガス量が計画とおりには調達できていない。また今

後の PLTG, PLTGU は、需要の変動に応じたピーク対応運転を要求される事からガス消

費量変動に対応できる LNG（パイプラインによる供給では、貯蔵がきかぬためガス消

費量の変動幅は狭い範囲に限られる）の導入も必要となる。ガスの調達については、

PLN だけでなく各政府機関、国有企業との協調が必要であるが、これらがうまく機能

していないことが供給遅れの原因となっている。 

・再生可能エネルギー新エネルギーは、電力マスタープランの中で占める割合は比較的

小規模ではあるが、国家エネルギー政策に従って導入を進める必要がある。 

・省エネ、地熱等については、JICA 関連プロジェクトの情報を入手したのでそれらを、

マスタープラン作成に反映していく事とする。 

 
(6) 電力需要予測 

 

 関係箇所を訪問し、案件概要説明後、関係情報の提供を依頼した。 

 

訪問先 調査内容・収集資料・情報 

MEMR, DGEEU 

PLN, System Planning 

• 最新の長期電力需要予測（最大電力、消費電力量、

顧客数、負荷率、ロス率、電化率等）と予測根拠資

料 

• RUKN, RUPTL, PLN Statistics 

• 地域毎の電力需給状況 

• 電力需要予測ツール「DKL」「Simple-E」の概要 

• DSM (Demand Side Management)の政策・実施体制・責任

分担及び DSM の実績 

BAPPENAS, Macro Economic 

BAPPENAS, Regional Development 

• インドネシア経済動向 

• 国家開発計画ならびに地域開発計画 

BPS • インドネシア統計資料（RGDP, 人口, 世帯数等） 
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 この結果、RUPTL, PLN Statistik, BPS 統計資料など、需要予測に必要な各種資料を入手

するとともに、MEMR および PLN で需要予測に使用しているソフトウェアの概要ならび

に電力需要予測方法を把握した。MEMR では”Simple-E”を使用し、ジャマリ地域全体をセ

クター別（Residential, Commercial, Industrial, Public）で 20 年間の需要予測を実施している。

一方、PLN では”DKL”を使用し、各地域別・セクター別に 10 年間の需要予測を行ってい

る。 

 

(7) 経済財務分析 

 

 第 1 回現地調査の目的は、まずイ国政府および PLN における今後のジャマリ地域の経

済成長の見通しを確認し、電力需要予測の基礎データを収集することである。また、将

来のジャマリ電力システム整備計画の資金調達検討に向けて、これらの機関の既検討結

果を収集することである。MEMR においては、国家電力総合計画、電力需要予測、電力

料金と補助金等に関する情報、PLN においては、電力供給事業計画、これの元となる地

域経済と需要の見通し等のデータを収集した。また BAPPENAS において、国全体の経済

見通し及び地域開発の考え方について聞き取り調査を行った。 

 

 

 以上により、イ国政府および PLN における将来電力需要想定の考え方がおおむね把握で

きた。また特に PLN における需要予測の基礎データ、及び将来電力システム整備計画の詳

細データが入手された。 

 
(8) 環境社会配慮 

 

 今回の現地調査では、インドネシア国における環境影響評価に関する法制度並びに組

訪問先 分類 調査内容・収集資料・情報 

BAPPNAS, Macro Planning 

BAPPNAS, Labor and 

Economic Analysis 

BAPPENAS, Industry, Trade 

and Tourism 

ジャマリ地

域の社会経

済状況及び

開発計画 

• ジャマリ地域の人口・人口伸び率、所帯数、

セクター毎 GDP 等の経済指標及び成長率予測 

• 工業団地等の主要な国家/地方開発計画 

MEMR, DGEEU 

PLN, Power Station and 

Primary Energy 

ジャマリ地

域の電気事

業 

• 電気料金政策 

• IPP プログラム及びクラシュプログラムの事

業者選定プロセスと契約条件 

• 契約種別毎の電気料金 

• 燃料価格 
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織について最新の情報を入手・確認することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 環境影響評価の根拠法や手続き、環境影響評価の対象となる電気事業関連プロジェク

トに関しての変更はないものの、環境影響評価を所轄していた BAPEDAL（環境管理庁）

が 2006 年末に環境省と合併したことにより、現在は環境省が環境影響評価を所轄してい

る。 

 現状では、戦略的環境影響評価を規定した法令はインドネシア国にはないが、環境省

では、環境影響評価の根拠となっている環境管理法を修正して、環境影響評価制度に戦

略的環境影響評価を取り込むことを目指している。 

 原子力発電所は、環境大臣令により、規模に関わらず環境影響評価の対象になるが、

原子力発電所に対する環境影響評価の実施内容を示したガイドラインはない。 

 
4. 調査業務第二年次への課題 

 
第一年次調査業務結果を踏まえて、第二年次調査業務の課題は以下の通り。 
 

(1) 電力開発計画 

 第一年次調査結果を踏まえて、電力需要予測をし、それを満足させる複数の電力開

発シナリオを策定する。個別の電力開発リスクを分析し、その結果に基づいて各シナ

リオの実現可能性を評価し、最適開発シナリオを提案する。 
 

(2) 系統計画 
 入手した情報を分析し、以下のステップで長期間(最終 2028 年)にわたる系統増強計画

及び計画改善のための提案を実施する。特に、前述課題に関し概略検討結果について協

議実施する。 

①  系統計画上抱えている課題の整理 

② 各課題について現状を踏まえた改善策の検討 

③ 課題を踏まえた長期系統増強計画案の提示・協議 

④ 系統計画案に基づいた具体的解析結果の提示・協議 

⑤ 最適送変電開発計画の最終策定及び提言 

 

訪問先 分類 調査内容・収集資料・情報 

MOE 

MEMR, DGEEU 

PLN, System Planning 

電力政策、法

制度、組織

（環境） 

• 電力セクターに係る環境基準と環境手続き 

• クラシュプログラム（発電所・送電線）の環境

影響評価基準と評価プロセス 

• 原子力発電開発に係る環境基準若しくは安全

管理基準 (Safety Standard) 
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(3) 系統運用（系統運用改善提案） 

 入手した情報を分析し、以下のステップで系統運用改善のための提案を実施する。ま

た、先方からの要望事項に対し、現地セミナーを通じて技術移転を実施する。 

① 系統運用上抱えている課題の抽出 

② 各課題についての要因分析 

③ それぞれの要因に対し、改善のための対策検討 

④ 設備拡充やルール整備などの具体的提言 

 

(4) 電源開発計画 

 
 1) 電源開発計画に係るデータ/情報の収集 

 第 1 年次で収集した情報を基に、最適電源開発計画策定に織り込む電源開発プロジ

ェクトを PLN 担当者と協議して決定すると共に、代替電力開発シナリオ策定の資料に

供する。 

 

 2) 最適電源開発計画の策定 

・ 第2年次に策定される最適電力開発シナリオを基に最適電源開発計画を策定する。なお、

第1年次で収集した既存発電所の運転実績は最適電力開発計画における既設発電所の役

割評価に十分に使える資料である。 

・ 3 月末に BPPT から提出される予定の最終報告書に将来の電源（特に石炭火力）開発候

補地点が含まれているかどうかで本調査で策定する最適電力開発計画（2015 年以降）の

具体性が左右される。 

 

(5) 一次エネルギー供給 
 
・石炭は埋蔵量があっても、今後大規模に石炭火力が投入された場合、それに応じた量の

安定供給が重要となる。安定供給に対し支障がないか産出サイドの供給能力と、石炭輸

送に関するインフラ整備の状況について調査する。 

・ガス供給契約、LNG 導入に対する契約の進捗状況確認と、LNG のインフラ、受入設備等、

受入れ態勢の整備状況につき調査する。 

・国家エネルギー政策と電源開発マスタープランで使われる一次エネルギーの整合性の確

認を行う。 

 

(6) 電力需要予測 
 

 入手した情報をもとに、既存の電力需要想定、経済社会動向等をレビューする。また、

DSM を含む省エネルギー導入可能性評価を実施する。既存資料のレビュー結果および可

能性評価結果を考慮し、ミクロ（地域別・セクター別）およびマクロ（ジャマリ地域全
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体）の観点から、以下ステップで需要予測を実施する。 

 ①電力需要に影響を与えるパラメータ（変数）の抽出 

 ②電力需要予測モデルの構築（需要と変数の相関分析）及び各変数の推移想定 

 ③消費電力量を予測 

 ④ロス率を考慮し発電電力量を算出 

 ⑤負荷率を考慮し最大電力を算出 

 

(7) 経済財務分析 

 
 まずは、電力供給事業者である PLN の電力システム整備計画（2016 年まで）を個別の

事業単位に細分し、2028 年までの資金計画検討に用いる基礎データを整備する予定であ

る。これと平行して、スタディチームとして電力システム整備計画のシナリオ案を検討･

策定するために、国家電力総合計画を中心にイ国のエネルギー政策、電力政策の現状を

理解･把握するための作業を進める。チーム内では、特に需要想定、一次エネルギー、電

源計画担当との議論･調整が重要である。 

第 2 回現地調査までには、スタディチームの電力システム整備計画シナリオ案を策定し、

それに基づく概略的な資金需要計画を作成して、カウンターパートとのディスカッショ

ンに備えることとなる。その後資金需要計画から資金調達計画に発展させる必要がある

ため、第 2 回現地調査においては、特に PLN の資金調達能力及び外部資本の参入（IPP

等の手法による）の可能性と見通しを評価することが重要な課題となる。 

 

(8) 環境社会配慮 

 

 ジャワ・マドゥラ・バリ地域最適電力開発計画調査における戦略的環境影響評価の実

施にあたっては、インドネシア国における戦略的環境影響評価に関する法制度の制定状

況に留意し、同国の戦略的環境影響評価制度の要件を満たす内容を実施する必要がある。 

また、最適シナリオを検討するにあたって戦略的環境影響評価の結果を反映させ、最終

的な最適電力開発計画の策定に際しても、環境社会配慮の点から望まれる対策を明らか

にして、より環境に優しい最適シナリオにしなければならない。 

 インドネシア側（エネルギー鉱物資源省や環境省、国営電力会社 PLN）の関心が高い

クラッシュプログラム（ジャワ島では石炭焚発電所を計 10 ヶ所 6,900MW 投入）による

大気汚染や地球温暖化への影響については、戦略的環境影響評価を実施するための基礎

データが整っていない可能性が高いが、できる限りデータの発掘・収集に努め、入手で

きたデータに応じて戦略的環境影響評価を行う予定である。 
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5. 主要な面談記録 
 

JICA 調査団による主要な面談記録を以下に記載する。 
いずれの面談においても、まず、調査団より本案件の目的や概要を説明した。 

 

(1) 日本大使館 
 

日時：平成 20 年 1 月 29 日 16:00 - 17:00 

場所：日本大使館 

面談者：安楽岡 一等書記官、土屋 二等書記官 

 

・クラッシュプログラムは、まず現状を把握した上で、開発計画を確認する予定である

（JICA）。 

・PLN は石油の使用量を減らそうと考えているようである（日本大使館）。 

・ピーク用には高い石油を利用しなければならない状況にある（JICA）。 

・クラッシュプログラムに対しては、環境対策も提言していく予定である（JICA）。 

・マスタープランから実際の発電所建設までに結びつけるのは、難しい時代と考えている

（日本大使館）。 

・新規電源開発地点の検討は、今回の Study の調査対象であると認識している（JICA）。 

 

(2) JBIC ジャカルタ事務所 
 
日時：2008 年 1 月 30 日 13:30～ 

場所：JBIC ジャカルタ事務所会議室 

面談者：傳田 剛 JBIC 駐在員 

 

・戦略的環境評価（SEA）とは何か？（JBIC） 

 国家や地域における発電所全体を対象とした計画や政策、プログラムを意味する環境

評価であり、従来の個別の発電所を対象とした EIA とは異なる。日本では事例がない。

国際的には、EU の鉄道や輸送が有名（ユーロトンネルが SEA の初めての事例）。電力

では、オランダの国家電力供給基本計画(20 年間)で SEA がなされた。JICA のガイドラ

インにはコンセプトが示されている（JICA）。 

・2002 年以降円借の案件がいくつかあったが、LA を結んでいるのは３件のみという状況

である。2003/2004 に LA が締結されたムアラカラン・ムアラタワール・タンジュンプ

リオク･スマランが予定どおりに進んでいない。鋼材の値上がりがコストを押し上げて

いる（JBIC）。 

・ジャワスマトラ送電線については、PLN は資金調達を円借で考えているか不明。便益も

不明な点がある（JBIC）。 
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・円借の地熱案件は、保護林解除がでないため、止まっている。発電開発契約期限も 2010

年 10 月となっているので、開発が懸念されている（JBIC)。 

・気候変動プログラムローンに関して、エネルギー分野では料金面の政策的なものが挙が

っている。2008 年国家エネルギー委員会（National Energy Council）が設立され、2009

年には National Energy Plan ができる予定である。それにこの調査結果が反映される良

いタイミングかもしれない（JBIC）。 

・次回調査時にも説明してほしい。JICA への報告を情報共有してもらえればよい。（JBIC）。 

・今年 3 月に PLN の役員交代が予想される。新メンバーに今回のマスタープランの調査

結果を提示すれば効果的であろう（JBIC）。 

 ・JICA/JBIC 統合後は、JETRO や SAPROF で次案件の FS を進めていきたい（JBIC）。 

 

(3) JETRO ジャカルタセンター 
 

日時：平成 20 年 1 月 30 日 11:00-11:40 

場所：ジェトロジャカルタセンター 

面談者：草桶 左信 所長、桑山 広司 副所長 

 
・原子力について検討するのか？(JETRO) 

確実性ではあやしい面もあり、どの時点で入ってきてもフレキシブルに対応できるように

したいと考えている(JICA)。 

・2002 年の調査結果は、実際に活用されているのか(JETRO)。 

PLN の RUPTL,MEMR の RUKN にも反映されている(JICA)。 

・クラッシュプログラムについてはどうか(JETRO)。 

2002 年はまだなかった。石炭火力はベースロードで使い勝手が悪い。ミドル、ピーク対

応の電源を計画上どうするかも課題である(JICA)。 

・この調査と競合するものはあるのか(JETRO)。 

特にない。JICA で実施中の「省エネ」プロジェクトは需要予測にも関係するので連携を

はかることとしている。以前 JETRO で実施された「東ジャワ省エネ指導業務」について

もお聞かせ願いたい(JICA)。 

・カウターパートは？(JETRO) 

MEMR である。電源開発計画は PLN のみでなく、自家発や IPP もある(JICA)。 

・人口増加、GDP の予測はどのような形で公表されているか(JICA)。 

公式には大統領がスピーチ等で公表しており、実際には、BPS,BAPPENAS,中央銀行等が

それぞれに予測をたてているとのことである(JETRO)。 
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(4) MEMR 
 

日時：2008 年 2 月 1 日 11:20 ~ 11:55 

場所：MEMR 2 階 Director General 会議室 

面談者：J. PURWONO, Director General, 

Directorate General of Electricity and Energy Utilization  

 

Director General からのコメントは以下のとおりである： 

・この調査はジャマリ地域に限らず他の地域にとっても重要である。 

・ 2008 年から 2009 年にかけては、ジャマリ系統の供給予備力は極めて低い状態にある。

クラッシュプログラムも資金調達の遅れから計画が遅れがちである。その一方で需要

は年々伸びており、場合によっては供給予備力が 600MW 、発電所一つ分しかない時

がある。 

・こんな状態では系統の最適運用（燃料のベストミックス）が出来ない。 

・今回のジャマリ地域の最適電力開発計画の成果から、経済的系統運用ができるように

なることを期待している。また、電力需要の変化に伴う RUKN の更新時にも調査の結

果を活用したい。 

・安定した電力供給を維持することはインドネシアの産業にとっても、また、インドネ

シアに進出している日本企業にとっても重要である。インドネシアは多数の日本企業

の進出を期待しており、電力供給支障は進出の足枷だけでなく既存の日本企業にも多

大な損害を与える。 

・環境社会配慮は特に重要で、火力発電所からの大気排出はインドネシア及び世銀の排

出基準内でなければならない。石炭開発をこのまま続けるべきかあるいは中止すべき

か、また、排出量低減対策などの提言を行ってもらって、インドネシアのエネルギー

政策を支援して欲しい。 

・レポートになる以前でも提言できるものは、提言して欲しい（対応が早めにとれるの

で）。 

 
(5) PLN 

 
日時：2008 年 1 月 29 日 13:00 - 14:00 

場所：PLN 役員会議室 ９F  

面談者：Herman Daniel 局長(Direktur Transmisi dan Distribusi) 

Bambang Hermawant (Deputy Direktor for System Planning) 

 

Herman Daniel 局長からジャマリ系統の現状および開発方針について、以下の通り説明を

受けた。 

・バリは系統安全性の点から、連系線よりも島内の電源を開発する予定である。 
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・ジャワ系統の系統が増大すれば、直流分割も検討対象と考えている。 

・スマトラやカリマンタンで産出される石炭を主流として開発し、ピークは揚水で対応

したい。 

・ガス供給は難しいので、LNG 開発も考えている。パイプライン供給の場合は、ガス供

給量の変動が難しいため、ベースロード運用となってしまう。 

・ジャマリ地域の PLN としての販売電力量の伸び率は 7～8%を想定しているが、潜在的

な需要の伸びはこれ以上であると考えている。 

・将来的には、500kV 系統はジャワ中央給電指令所で一括運用し、150kV 系統以下は各地

方制御所で運用することを考えている。また、各地域で需給バランスをとり、地域間

の潮流の減少を図りたい。そのために地域での工場誘致などもありうる。 

・調査内容については、興味を持っている。適宜報告してほしい。 

 

 

 



Activities Accommodation Remarks

11:10 Kansai - 17:05 KUL (MH53)
18:05 KUL - 19:05 JKT(MH725)
（山岡、他6名）

10:30 Narita - 17:05 KUL (MH89)
18:05 KLL - 19:05 JKT(MH725)
（西田、大和田）

08:30-10:00 Meeting at JICA office 富谷次長、大原氏、永井専門家

13:00-14:00 Meeting at PLN

Mr. Herman Daniel, Director of
Transmission
Mr. Bambang Hermawanto, Deputy
Director for Planning

16:00-17:00 Courtesy Call on Embassy of
Japan

安楽岡一等書記官
土屋二等書記官

11:00-11:40 Courtesy Call on JETRO
草桶所長
桑山副所長

13:30-14:10 Courtesy Call on JBIC 傳田氏

10:00-11:30 Steering Committee and 1st
Workshop at MEMR (Joint meeting)

MEMR: Mr. Benfur, Mr.Nagai
PLN:Mr.Indra
PLN P3B:Mr.Susant
Indonesia Power: Mr. Sudirmanto

13:00-14:00 MEMR 永井専門家

13:30-15:00 MEMR,Directorate of
Electric Power Engineering & Environment

Ms. Nini, Head of the Section of Power
Plant Environmental Protection

08:50-16:30 PLN, P3B
Mr. Susanto, P3B System Planning Manager
Mr. Nur Pamudji P3B Operation Manager

11:20-11:50 MEMR,Directorate General
of Electricity and Energy Utilization

Mr. J Purwono, Director General

14:00-15:30 PLN,System Planning
Mr. Putu Karmiata (System Planning, 需要
想定担当)

Jakarta - Bandung (By car)
13:00-16:30 PT PLN(Persero) P3B Region
Jawa Barat

Data analysis & study

09:00 JKT - 10:20 SUB (GA308)
（田中、小山）

SURABAYA

- JAKARTA

9:50-12:00 PT PLN(Persero) P3B Region
Jawa Timr & Bali

Mr. Choirul, RCC4 Deputy Manager
Mr. Susant, P3B System Planning Manager

17:00 SUB -18:20 JKT (GA325)
（田中、小山）

09:20-12:20 PLN, System planning
M. Ikabal Nur, Generation Expansion
Planning

09:30-11:30 MEMR,Director General of
Mineral, Coal & Geothermal

Ms.LidyaHardiani, M.Si (Head of
investment Development Section)

JAKARTA

JAKARTA

Sat

第1回現地調査日程及び先方側面会者（実績）

31-Jan Thu JAKARTA

JAKARTA

JAKARTA

JAKARTA

Mr. Iyan, RCC2 Deputy Manager
Mr. Nur Pamudji, P3B UBOS Manager

30-Jan Wed

3-Feb Sun

1-Feb Fri

2-Feb

Date & Day

28-Jan Mon

29-Jan Tue

15



Activities Accommodation RemarksDate & Day

09:30-11:30 MEMR, DGEEU

Mr. Benhur PL. Tobing, Manager of
Electricity and Energy Utilization
Mr. Titovianto Widyantoro (Training
Center, 需要想定担当)

09:30-10:00 PLN, System planning
Mr. Bambang Hermawanto, Deputy
Director for Planning

9:30-10:30 PLN , Environment and Safety,
Directorate of Generation and Primary
Energy

Dr. Francisca Kolondam, Assistant Deputy
Director for Environment

13:30-14:00 MEMR,Directorate of
Electric Power Engineering & Environment

Ms. Nini, Head of the Section of Power
Plant Environmental Protection

14:00-15:20 Indonesia Power Head Office
& PJB Jakarta Office

Mr. Hanaphy, Indonesia Power
Mr. Rachimat Harijanto, Komisaris Utama,
PJB
Mr. TJO Mulyadi, Business Department
Unit, PJB

14:00-15:20 MEMR, Director of Oil & Gas
Preparatory Program

Mr. J.WIDJONARKO, Deputy Director of
Oil & Gas Preparatory Program

14:30-15:00 Ministry of Environment

Mr. Muhammad Askary, Assistant Deputy
for Environmental Impact
Ir. Bamgbang Setyabudi, MURP, Assistant
Deputy for Environmental Impact

09:30-12:00 PT PLN(Persero) P3B Region
Jakarta & Banten

15:25 JKT -16:25 SMR (GA240)
（田中、小山）

10:00-11:00 PLN,System Planning
Mr. Putu Karmiata (System Planning, 需要
想定担当)

10:00-10:20 PLN, System planning
Mr. Indra Tiahya, Manager of System
planning in Java-Bali

14:50-15:30 PLN, クラッシュプログラム担
当部署

M. Dalyono, Project Coordinator, Coal
Fired Steam Power Plant 10,000 MW Fast
Track Project

9:30-12:00 PT PLN(Persero) P3B Region
Jawa Tengah & DIY

17:00 SMR -18:00 JKT (GA243)

08:20-09:30 PLN, IPP Contract
Manegement

Mr. Nasri Sebayang;Dept.Director IPP
ContractManagement
Mr.Raman Mohamad; Manager IPP
Contract Addministration

08:30-09:30 MEMR, DGEEU
Ms. Indarti, Head of Energy Conservation
Division

09:30-10:30 PLN, System planning
Mr. M. Ikabal Nur, Generation Expansion
Planning

10:00-10:30 PLN , Environment and
Safety, Directorate of Generation and
Primary Energy

Dr. Francisca Kolondam, Assistant Deputy
Director for Environment

10:00-11:00 BAPPENAS,Director of
Macro Economic

Mr. Yulius Ibnoe, Deputy Director of
Macro Economic

11:00-12:00 BAPPENAS,Directorate of
Regional Development

Mr. Uke Moh Hussein
Ms Ellen Selenia

14:00-15:30 MEMR, MIGAS
Mr. J.WIDJONARKO, Deputy Director of
Oil & Gas Preparatory Program

JAKARTA

4-Feb Mon

JAKARTA

6-Feb Wed

Mr. Zainal, RCC3 Deputy Manager

Mr. Sunoto, RCC1 Deputy Manager
Mr.Kosasih, RCC1
Mr. Teguh, P3B System Planning

SEMARANG

JAKARTA

Tue5-Feb
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Activities Accommodation RemarksDate & Day

15:00-16:00 PLN, System Planning
Mr. Erwin Mirza (System Planning, 系統計
画担当)

19:50 JKT - 22:50 KUL (MH724)
23:55 KUL -
（小山、山田）

－

Data analysis & study JAKARTA

  - 07:10 Kansai(MH52)
（小山、山田）

－

Data analysis & study JAKARTA

9-Feb Sat Data analysis & study JAKARTA

10-Feb Sun - JAKARTA

09:00-10:30 PLN, Primary energy

Mr. Hartoyo Atmowiyoto, Assistant Deputy
Director of Gas Energy
Mr. Pudji Widodo, Assistant Deputy
Director of Coal Energy

09:30-10:30 PLN, System Plannning
Mr. Kriswanto, Distribution Specialist
Mr Putu, Demand Forecast Specialist

10:00-10:30 MEMR,DGEEU
Mr. Benhur PL. Tobingl; Manager of
Electricity and Energy Utilization

10:00-11:20 PLN, Coal Fired Steam
Power Plant 10,000 MW Fast Track
Project

Mr. Muchamat Subchan Fuad

10:00-10:30 MEMR,Directorate of
Electric Power Engineering & Environment

Ms. Nini, Head of the Section of Power
Plant Environmental Protection

13:30-13:50 PLN,System Planning
Mr. Indra Tiahya, Manager of System
planning in Java-Bali

13:50-15:00 MEMR, Direc. Mineral Coal
& Geothermal

Ms.LidyaHardiani.M.Si, Head of investment
Development Section
Mr.m.Taswin, Hesd of Cooperation

13:30-14:00 PLN , Environment and
Safety, Directorate of Generation and
Primary Energy

Dr. Francisca Kolondam, Assistant Deputy
Director for Environment

15:00-15:40 MEMR, Director General of
Mineral, Coal & Geothermal

Ms.Dra.Anna Rufaida,MM; Dept.Director of
Business Service
Mr.Syamsu Daliend, BPPPBPAT

18:40-19:10 PLN,System planning
Mr. Abdurachman Afiff, System Planning
Division

08:30-16:00 Indonesia Power Head Office
Mr. Hanafi Nur Rifa, Engineering Division,
IP

10:00-11:00 MEMR, Electricity Price and
Subsidy

Mr. T. Gultom, Deputy Director of
Electricity Price and Subsidy

9:00 - 12:00 PLN, P3B
Mr. Susanto Wibowo, Manager of System
Planning,P3B

10:00-11:30 MEMR, DGEEU
Mr. Benhur PL. Tobingl; Manager of
Electricity and Energy Utilization
永井専門家

09:00-10:00 ITOCHU 大友氏、橋本氏

12:00-12:30 MEMR
Ir. Ellydar Baher, Direktorat Teknik
Ketenagakistrikan

13:00-13:30 MEMR,New Renewble Energy
& Energy Conservation

DR.Ir.Dadan Kusdiana, Deputy Director of
Rural Energy
永井専門家

14-Feb Thu JAKARTA

13-Feb Wed JAKARTA

8-Feb Fri

11-Feb

12-Feb Tue JAKARTA

Mon

7-Feb Thu
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Activities Accommodation RemarksDate & Day

14:00-14:30 PLN, System planning Mr Putu, Demand Forecast Specialist

09:00-09:30 PLN, Engineer, Business
Unit Oversight Committee IV

Ir. Kabul Sutijono Sugeng, Environmental
Specialist, Civil

17:00-17:30 PLN,System plannning
Mr. Bambang Hermawanto ;Deputy
Director for Planning

14:00-16:00 BPMIGAS
Mr. Fathor Rahman；Head of Oil & Gas
Market Division

18:20 JKT - 21:20 KUL (MH722)
23:55 KUR -
(松田)

-

18:20 JKT - 21:20 KUL (MH722)
23:35 KUR -
（西田）

-

Data analysis & study JAKARTA

  - 07:00 Kansai(MH52)
（松田）

-

  - 07:10 Narita(MH88)
（西田）

-

Data analysis & study JAKARTA

18-Feb Mon 15:00-16:30 PLN, P3B JAKARTA Mr. Nur Pamodji, Manager

18:20 JKT - 21:20 KUL (MH722)
23:55 KUR -
(中嶋)

-

10:00-12:00 Indonesia Power Mr. Herdiant

14:00-14:30 PLN, Engineer, Business
Unit Oversight Committee IV

Ir. Kabul Sutijono Sugeng, Environmental
Specialist, Civil

  - 07:00 Kansai(MH52)
（中嶋）

-

14:00-15:00 J-Power JAKARTA 吉田氏、田辺氏

21-Feb Thu Data analysis & study JAKARTA

22-Feb Fri 15:30-16:10 Report to JICA Office JAKARTA 富谷次長、大原氏

23-Feb Sat Data analysis & study JAKARTA

24-Feb Sun Data analysis & study JAKARTA

10:40-11:20 Report to Embassy of Japan -
安楽岡一等書記官
JICA:大原氏、永井専門家

18:20 JKT - 21:20 KUL (MH722)
23:55 KUL -
(山岡、田中、松野)

-

18:20 JKT - 21:20 KUL (MH722)
23:35 KUL -
(大和田)

-

 - 07:00 Kansai(MH52)
(山岡、田中、松野)

-

 - 07:10 Narita(MH88)
(大和田)

-

JAKARTA

15-Feb Fri JAKARTA

19-Feb Tue

16-Feb

 SUB:Surabaya

 SMR:Semarang

17-Feb Sun

JKT:Jakarta

*KLL:Kuara Lunpur

26-Feb Tue

25-Feb Mon

Sat

20-Feb Wed
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業務完了報告書の添付資料は省略 
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1. 第二次現地調査概要 

 
平成 20 年 5 月 5 日～6 月 25 日の日程で、第二次現地調査業務を実施した。 
 

調査業務 期間（時期） 主な調査内容  

第二次現地調査 平成 20 年 5 月 5 日～ 

平成 20 年 6 月 25 日

① 関係官庁への表敬訪問および説明 

② 最適電力開発シナリオ協議 
③ 追加関係箇所の訪問調査（資料収集共） 
④ スララヤ発電所現地調査（資料収集共） 
⑤ 技術移転セミナー会場視察（スラバヤ） 

 

なお、第二次現地調査関連資料として以下の資料を本報告書に添付する。 

① 最適電力開発シナリオ協議 
② 最適電力開発シナリオ協議でのプレゼンテーション資料 
③ 通信書類 
④ スララヤ発電所現地調査報告 
⑤ 技術移転セミナー予定会場写真 
 

2. 従事調査団員と期間 

 
第二次現地調査に従事した調査団員と従事期間は以下の通り。 
 

担当 従事者氏名 従事期間 従事日数 

総括/電力開発計画 山岡 暁  H20.5.12 - H20.6.25 45 日

系統計画 田中 愁佳夫  H20.5.12 - H20.6.10 30 日

系統運用 小山 泰史  H20.5.20 - H20.5.31 12 日

電源開発計画 松田 康治  H20.5.12 - H20.6.10 30 日

一次エネルギー供給 中嶋 靖史  H20.5.12 - H20.6.10 30 日

電力需要予測 山田 浩章  H20.5.20 - H20.5.31 12 日

経済財務分析 西田 雅  H20.5.20 - H20.6.18 30 日

環境社会配慮 大和田 隆  H20.5.12 - H20.6.10 30 日

業務調整 松野 年洋  H20.5.5 - H20.6.18 45 日
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3. 調査業務結果の概要 

 
業務結果の概要は以下のとおりである。 
 

3.1 電力法制度及び政策、組織体制 

3.1.1 電力法制度及び政策 

近年のエネルギー事情を反映して、2005 年以降、各種エネルギー法令が制定された。国全

体の政策に関する法律や大統領令、それらを受けて省エネルギーやバイオ燃料に関する大

統領指示や大臣令が制定されている。それらのエネルギー法令を受けて、電力の供給と利

用に関する政令、さらに再生可能エネルギー活用や地熱に関する法令、IPP 促進のための

大臣令が制定された。また石炭火力の開発促進(Fast Track Program)のために、各種大統領

令が発効されている。改正電力法は国会で審議中である。 

 

エネルギー政策は、「供給強化」・「多様化・「省エネ」を柱としている。国家エネルギー政

策に関する大統領令（2006 年 5 号）では、以下の目標が掲げられた。 

・2025 年にエネルギー弾性値を 1 未満 

・エネルギーバランスの最適化（2025 年：石油 25%未満、ガス 30%以上、石炭 33%以上、

地熱 5%以上、その他再生エネルギー5%以上） 

 

原子力開発は、開発反対運動が 2009 年の大統領選に影響を与えるのを恐れ、現大統領は

選挙前には推進チーム発足の大統領令に署名しないと見られている。推進チームの発足後、

運転開始まで 10 年間を要する計画のため、一号機の運転開始は 2018 年以降になると予想

される。 

 

3.1.2 関係機関の組織体制 

PLN は、2008 年 3 月から 4 月にかけて大きく組織が変更された。前回の大幅な組織変更は、

2003 年であり、5 年ぶりの変更である。新組織は、主要な 6 部署：計画部、戦略建設部、ジャマリ

担当部、外島担当部、人事部、財務部から成る。計画部は、発電設備、系統、IPP、IT, 技術等

の計画を担当し、JICA との担当窓口となる。JBIC や外資の借款や融資による建設プロジェクトの

契約調印までは、計画部が担当する。戦略建設部は、コンサル選定および建設中の調達と施工

管理を担当する。それ以降の発電所の維持管理は、プロジェクトの場所によって変わり、ジャワ・

マドゥーラ・バリ島ではジャマリ担当部となり、それ以外の島では外島担当部となる。 
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PT PLN ORGANIZATION STRUCTURE

Risk Management
Unit

Didi Poeriadi
Corporate Legal

Service Unit
Rex Panambunan
Primary Enegery

Unit
Nasri Sebayang
Shared Service

Unit

PLN Units of outside
Java-Bali Distribution

PLN Units of Java- PLN Units of outside
Java-Bali Generation

PT Indonesia Power PT PLN Batam and

Ullyses

Tentamia
Ario Seno Aji

Asistia (Environment)
Dewi

Sarwono HM

Bambang Hermawanto
Suyud

Hary Jaya

Vice President (VP)

Director of
Planning and

Deputy Director
of Corporate Strategic

Planning

Director of
Strategic

Sinthya Roesli

Deputy Director
of System Planning

Djoko Prasetyo
Deputy Director
of Strategic IPP
Binarto Bekti M
Deputy Director

of Business Process
and Information

System
Pandu Angklasito

Deputy Director
of Technology

I Made Ro Sakya
Deputy Director

Deputy Director
of Supervison for 

Nurhaeni Setiawan

of Treasury

Deputy Director
of Supervison for 

Generating Construction
Karmiyono

Deputy Director
of Supervison for Netwrok

Construction
Henky Wibowo
Deputy Director

of Construction Adm.
Tri Setyo Nugroho

Director of
Java-Madura-

Deputy Director
of Generation

Bagiyo Riawan
Deputy Director

of Commerce and
Customer Service
Achmad Taufik H

Mulyo Adji
Deputy Director
of Distribution

Ngurah Adnyana

Sapto Triono W
Deputy Director

of Transmission

Deputy Director

of Transmission

Outside Java-Madura-

Deputy Director
of Generation

of Human Resources

Deputy Director

System Development
Budi Santoso
Deputy Director

of Human Resources

Bowo Setiadji
Deputy Director

of Organization
Development

Haryo Sutendro

Deputy Director

Reddy Tjahyono

Director of
Finance

Deputy Director
of Corporate Finance

Yusuf Hamdani
Deputy Director

of Planning,  Budget

and Talent 

Deputy Director

of Industrial and P.R.

Development
M. Sutirdjo

Deputy Director
Tjutju Kurnia S.

Deputy Director

Group of

Internal Supervision
Unit

Company Secretary
Supriyanto

Director of
Human Resources

Deputy Director

PLN Services

Sister CompanyPLN P3B-S

Fahmi Mochtar
VICE

of Accounting,
Tax and Insurance
Beni Hermawan

Joint Venture
Business

PLN 
Education and
Training Center

PT PLN Tarakanand PT PJB

PLN P3B-JB

Bali Generation
Services

Bali Distribution
PLN Units of Java-PLN 

Research and

Services
PLN Management

Project Induk
PLN Units of

PRESIDENT DIRECTOR

Electricpower
Development

PLN Engineering

of Commerce and
Customer Service

Syarifuddin Ibrahim

of Distribution
Harry Hartoyo S

Director of

PRESIDENT DIRECTOR

Rudiantara

Technology

Bambang Praptomo

Construction

Moch. Agung Nugroho

Bali

Murtaqi Syamsudin

Bali

Hariadi Sadono

and General Affair

Supriadi Setio Anggoro Dewo

Paiman

Consulting Group
Management of

and Performance

of Engineering
Doddy Hertanto

 Construction Procurement

Indriartono

Deputy Director
of Education 
and Training

Control
Edi Sukmoro

 
PLN の組織図（2008 年 4 月変更） 

 

3.2 電力需要予測 

3.2.1 電力需給状況 

ジャマリ地域における近年の電力需給状況を下表に示す。 

項目 2002 2003 2004 2005 2006 

発電設備容量(MW) 18,448 18,676 19,466 19,466 22,126 

供給可能能力(MW) 14,198 15,025 15,741 15,741 18,002 

最大電力(MW) 13,859 14,178 14,920 15,352 15,954 

伸び率(%) 6.3 2.3 5.2 2.9 3.9 

ジャマリ地域では、電力需要が堅調に伸びているのに対して、発電設備容量と供給可能能力

に差異があり、供給力が不足し電力需給が極めて逼迫している状況である。新設発電所の運

開等により若干の改善が見られるものの、計画的な負荷制限が頻繁に行われている。 

 

3.2.2. 既存電力需要予測のレビュー 

(1) MEMR における電力需要予測 

MEMR では「Simple-E」を使用し、ジャマリ地域全体をセクター別（Residential, Commercial, 

Industrial, Public）に分類し、20 年間の電力需要を予測している。Simple-E では説明変数およ

び被説明変数の間の回帰式を設定することができ、顧客当たりの GDP などの説明変数と、

被説明変数である販売電力量との回帰分析によって需要予測が行われている。公表されてい

る RUKN 2006-2026 によれば、2026 年までのジャマリ地域の電力需要は年６～７％程度の伸
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びが見込まれている。 

 

(2) PLN における電力需要予測 

PLN では「DKL」を使用し、地域別（Jakarta, West Jawa, Central Jawa, East Jawa, Bali）およ

びセクター別（Residential, Commercial, Industrial, Public）に 10 年間の需要予測を行っている。

DKL は PLN によって開発されたソフトウェアであり、GDP 伸び率に対する電力需要の伸び

率を表す電力弾性値を用いて需要予測をおこなっている。RUPTL 2007-2016 によれば、2016

年までのジャマリ地域の電力需要は年６～７％程度の伸びが見込まれている。 

 

(3) JICA 案件における電力需要予測 

2002 年に JICA により実施された「最適電源開発のための電力セクター調査」においては、

経済活動（RGDP）等を説明変数とした需要予測モデルが構築され、電力需要が予測されて

いる。同調査報告書によれば、2015 年までのジャマリ地域の電力需要は年７％程度の伸びが

見込まれている。 

 

3.2.3. DSM 導入可能性評価 

インドネシアでは、エネルギー法の制定や省エネに関する大統領令・政令等を背景として、

DSM を含む省エネルギーに関する検討が実施されている。DSM としては電球型コンパクト

蛍光灯の普及や高効率道路照明の導入が検討されてきた。DSM 導入可能性については、JICA

案件「省エネルギー普及促進調査」においてカウンターパートとの協議および検討が実施さ

れており、同調査結果との整合性を考慮しながら導入可能性を評価する。 

 

3.2.4. 電力需要予測の更新 

以下に示す手順により、現状把握及び検討結果を踏まえた電力需要予測モデルを構築し、

2009 年から 2028 年までの 20 年間の電力需要予測を行った。 

・電力需要に影響を与えるパラメータ（変数）の抽出 

・電力需要予測モデルの構築（需要と変数の相関分析）及び各変数の推移設定 

・全体の消費電力量を予測 

・ロス率を考慮し全体の発電電力量を算出 

・負荷率を考慮し全体の最大電力を算出 

この結果、ジャマリ地域では今後、年 6.5％程度の電力需要の伸びが見込まれる。 

 

3.3 系統運用 

3.3.1. 系統運用の現状 

P3B 中央給電所（JCC）および各地方給電所（RCC）との協議、ならびに入手した既存資

料のレビューを通じ、ジャマリ地域が抱える系統運用上の現状を把握した。各制御所におい

て SCADA の取替が予定されており、要員、運用設備およびルールともによく整備されてい

る。しかし、電圧や周波数等の電力品質に問題が見られ、これは根本的に設備の不足が大き
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な要因と考えられる。以下に、電圧、周波数および停電の面から分析した系統運用の現状を

記す。 

 

(1) 電圧 

 下表に示す至近年の実績によれば、基準値以下の電圧低下が非常に多く記録されているも

のの、500kV 南回り送電線の運開等により改善傾向がみられる。2008 年の計画においては、

500kV 変電所では電圧は適正範囲に維持される見込みであるものの、150kV および 70kV の

下位系統において電圧低下が予想されている。 

基準値以下の電圧低下が発生した箇所数 

 2002 2003 2004 2005 2006 2007 

500kV (S/S) 103 158 149 145 75 58 

150kV (S/S) 566 551 407 479 288 239 

70kV (S/S) 319 248 198 207 169 155 

 

(2) 周波数 

ガバナフリー容量や LFC 容量など、周波数品質の維持に必要となるルールは比較的整備さ

れているものの、実際には必要となる設備や容量が確保できていないと考えられる。下表に

示す通り、近年は毎年のように基準周波数を逸脱している。2008 年の計画においては、ピー

ク時の LFC 容量が必要量に対して半分程度しか確保されておらず、周波数品質の改善は困難

と予想される。 

基準周波数逸脱回数 

 2002 2003 2004 2005 2006 2007 

逸脱回数（回） 108 361 338 239 741 503 

 

(3) 停電 

 停電の原因を分析した結果、原因は主に設備の問題であることが明らかとなった。これは、

設備が老朽化等により障害が発生しているものの、有効な対策が実施できていないことが考

えられる。また、一般的な事故のほかに、負荷制限による停電が多く、根本的な供給力不足

が問題となっている。なお、事故報告のフローや再発防止に向けての検討など、体制やルー

ルは比較的整備されているといえる。 

 

これらの問題点を踏まえ、カウンターパートとの協議を通じ、可能性のある要因および改善

策を検討していく。 

 

 

 

 



 6

3.4. 系統計画 

関係箇所を訪問し、当方の考えている将来ジャワ-バリ系統増強シナリオについて協議をお

こなった。方向性については、概ね合意することが出来た。 

将来系統構成への主な反映事項として、以下を確認した。 

・南部 AC 系統の増強等も予想実態に合わせて考慮する。 

・将来,基幹系統への DC 導入にたいして異論はない。さらにカリマンタン島への DC 連系

も期待している。(2018 年断面) 

・将来系統構成へ短絡容量、過渡安定度解析結果も反映する。 

・ジャワ-バリ島間での 500kV 連系を期待している。 

・将来、必要に応じ中間系統電圧(現状１５０kV 系統)の高電圧を考えている。 

 

主な収集データは以下の通りである。 

・カリマンタン島における IPP 構想に関する情報 

・２０１６年までの各年度 PSSE Input Data 入手 

今回調査の方向性・収集情報に基づき、具体的系統解析を実施し、解析結果を反映した将

来のジャワ-バリ系統増強計画案について細部も含め更なる協議・意見収集を実施する。 

また、追加・検証検討について協議をおこない必要に応じて情報・データ収集を行う。 

また、意見・コメントを反映した系統計画シナリオの最終化に向けた検討を継続する。 

 

3.5. エネルギー 

(1) 石油 
PLN の石油（HSD と MFO）使用量（2008 年計画）は、10 million kl /年 であり、9 million 
kl /年は Pertaminaha、1 million kl /年は一般調達による直接購入である（但し HSD のみ）。

Belawan（北部スマトラ）、Grati（中部ジャワ）、西カリマンタン、東カリマンタンの４地

点で一般調達での購入が認められ、また Pertamina よりの購入 MOPS＋9.5%で購入してい

るが、ベース価格が急騰し、手数料も増えるのは、合理性が無いことから 5％に下げるよ

う交渉を開始する等、コスト低減への取組みが行われている。電力不足は慢性化しており、

しばらくは、HSD 焚きガスタービンに電源を依存せざるを得ない状況が続くと思われる。 

(2) 天然ガス 
西ジャワ地域へは、SWWJI１、SWWJ2 のスマトラ－ジャワ パイプラインを通じて 8 月

には MuraTawar へ供給される見込みで、その後、分岐して Muara Karang, Tanjun Priok へ供

給される予定である。しかし、増量してＰLTGU を新設するだけの余裕はない。東ジャワ

地域は、CEPU 油田からのガス生産量が十分でれば、Pasurwann 地区に送る計画もあるが

具体化はしていない。 
スマトラでの CBM(Coal Bed Methane)の開発調査が開始された。 
LNG は日本との一部の契約が 2011 年に満了するので、その枠の一部を国内向けとしたい

政府の意向であるが、最近の原油価格高騰に伴い、新規契約の LNG 価格も高騰しており、

またガス田から Bontan のガス液化基地へのガス供給量が減少していることから、希望通

り入手できるかは不透明な状況である。なお BojonegaraLNG 気化基地は、LNG の供給の目



 7

処がつき次第、建設が始まる。 
従ってガスについては、新規電源に対するガス供給は、必ずしも保証されていない状況に

ある。 

(3) 石炭 
インドネシアの石炭の確認埋蔵量は約 68 億トン（総埋蔵量は約 600 億トン強）であり、

その約 59％は、発熱量 5100kCal/kg(Air Dry Base)以下の低品位炭である。発熱量の高い良

質の石炭は、輸出用に、豊富な埋蔵量を有する低品位炭は国内消費とするとの政策のもと、

低品位炭の主要な用途は、エネルギー消費の大きい発電用となり、今後、建設される発電

プラントではすべて低品位炭（LRC; Low Rank Coal）を使用する計画となっている。低品

位炭は、カリマンタン、スマトラで産出するるが、まだ商用ベースには乗っていない。目

下、PLN は First Track Program のプラント（総発電量 10,000MW）の完成に向け調達に取

組んでおり、必要とされる石炭供給量 3190 万トン/年に対し、契約に至ったのは 2849 万ト

ン/年（8 社から供給）で、不足分（10％）については引き続き交渉中である。 
石炭のインフラに関しては、産炭地～積出港は、ベルトコンベアー、トラック、鉄道等が

必要であるが、低品炭については流通網は確立しておらず、一部を除きほとんどが未整備

の状況である。海上輸送については 2010 年までに、PANMAX 石炭運搬船（7 万トン級）

10 隻と、バージ（1 万トン級）180 隻の建造が必要である（現在でも石炭の輸送能力は不

足気味）。 
低品位炭の生産者は、一部には中品位炭や高品位炭を生産する大手の業者も含まれるが、

小規模な業者も多く、採炭設備の建設や、輸送手段の確保（積出港までのコンベアー設置、

トラック業者との契約、バージの手配など）等、様々な課題を抱えている。 

(4) 地熱 
 JICA Study(West JEC)のマスタープランに沿って進められているが、発電原価と売電価格の

差や、森林保護区の問題等で計画どおりには進捗をみていない。先日布告された「エネル

ギー鉱物資源大臣令 2008 年 14 号」で電力販売最高基準額（10-55MW は当該地域の発電

原価の 85％、55MW 超は 80％）が示され、ディーゼル発電が主流での発電コストの高い

離島等での開発促進に寄与すると思われる。 

(5) 燃料価格 
・ 第 2 次現地調査期間中に国際原油のスポット価格が 130 $/bbl を超えるなど、依然とし

て原油価格高騰は続いている。（註：2008 年 6 月 6 日のニューヨーク市場のスポット

価格が一時 139US$/bbl を記録） 

・ 原油価格の高騰に伴い、他の燃料価格も近年上昇している。 

・ 最近の国内主要燃料価格は石炭  58.7 US$/ton（スララヤ発電所）、天然ガス 5.0 

US$/MMBTU（想定値）HSD 133 US$/bbl（想定値）で LNG は国内市場が無いため不

明（註：日本への FOB 価格は 9 $/MMBTU ~ 12 $/MMBTU）。 
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3.6. 電源開発計画 

3.6.1 将来の電源候補 

・ 近年の原油高騰を踏まえ、石油系燃料焚きの発電所は原則として将来開発しないこと

を PLN 及び MEMR と確認した。 

・ ガス焚きの発電所については、現状でもガス供給不足や供給遅配が起こっており、将

来も供給不安が残るため、現在 JBIC 案件で進められている 3 プロジェクトを除き、原

則として将来開発しないことを PLN 及び MEMR と確認した。 

・ 水力発電所については、PLN と MEMR はジャマリ地域では社会環境問題を懸念し、

開発に否定的であるが、燃料リスクが少ないため検討の余地がある。 

・ その他の電源、LNG 焚き発電所、石炭火力発電所、原子力発電所、地熱、揚水発電所、

ジャワ・スマトラ連系送電線は、将来の電源候補であることを同確認した。 

 

3.6.2 ジャマリにおける地熱発電（PLTP）の取り扱い 

・ MEMR は国家エネルギー政策（発電量に占める PLTP の比率を 2025 年には 5％）に基

づき、ジャマリ地域においても PLTP の積極開発姿勢を示している。 

・ IPP による PLTP 開発促進のため（註：2016 年までの PLTP 開発はすべて IPP となって

いる）、MEMR は 2008 年に省令を制定し、55MW の PLTP の場合、その地域の発電コ

ストの最高 85％価格で PLN へ売電できるとしている。 

・ 下記の表は 2006 年の発電コストと 85 % 発電コストを示している。2006 年の PLTP の

発電コストは 580 Rp/kWh である。PLTP を除く火力発電所の発電コストを 85％と想定

した場合でもジャマリ地域での売電価格は 550 Rp/kWh と 2006 年の発電コスト 580 

Rp/kWh を下回っており、逆に外島部では 937 Rp/kWh と 580 Rp/kWh を大幅に上回っ

ている。このことは、MEMR の省令は外島部ではインセンティブとして働くが、ジャ

マリでは働かないことを示している。 

・ PLN は PLTP の発電コストが高いことを十分認識しており、PLTP の開発には発電コス

トの面から消極的であるが、MEMR は上記の様にエネルギー政策の観点から積極開発

姿勢を維持しており、両者に温度差がある。 

・ ジャマリにおける PLTP の開発量について調査団で案を作成し、次回調査の初めに

MEMR 及び PLN と協議する必要がある。 

 

 

Generation Cost (Million Rp)
Fuel Maintenance Depreciation Salary Others Total Jamali Out of Jamali Jamali Out of Jamali

PLTA 9 17 95 17 5 143 4,682 4,076 670,369 583,602
PLTU 314 18 50 5 2 389 42,964 4,801 16,733,189 1,869,845
PLTD 1,429 99 60 35 8 1,631 123 5,928 200,656 9,670,643
PLTG 1,791 119 77 10 2 1,999 3,471 1,560 6,939,015 3,118,658
PLTGU 808 34 42 3 3 889 25,691 5,227 22,847,777 4,648,528
PLTP 506 8 53 11 3 580 2,976 166 1,725,306 96,237
 Total 79,907 21,758 49,116,312 19,987,513
Source : PLN Statistics 2006, Table 23 & Table 38 615 919

523 781
550 93785 % of Thermal Generation Cost except PLTP (Rp/kWh)

85 % of total Generation Cost (Rp/kWh)

PLN Production (GWh)

Average Total Production Cost (Rp/kWh)

Plant
 Type

PLN Generation cost in 2006 for Whole Indonesia  (Rp/kWh)
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3.7. 経済財務分析 

(1) 「ジャマリ」地域の社会・経済状況及び開発計画 

ジャマリ地域の経済状況については、バリ島において 2002 年のテロ事件が影響したほか、

地域ごとに多少の格差は認められるものの、全体としては順調な成長が続いている。一方、

昨年度からの急速な原油価格の高騰により国内の燃料価格が見直されており、インフレの

懸念もでてきているため、今後の見通しには不透明感がある。 

地域の開発計画については、第一次調査において収集した資料を整理中であるが、イ国の

経済成長の基盤となっている製造業に関連する大規模な開発計画はジャマリ地域には存在

せず、国策的には開発の進んだジャマリ地域以外の外島部へのシフトを図っている。ジャ

マリ地域内では、特に首都ジャカルタにおいて商業的な開発が続く可能性はあるものの、

これまでの成長以上に電力需要に大きく影響することは考えにくい状況である。 

(2) IPP および Fast Track Program に関する調査 

IPP 方式および現在進行中の Fast Track Program（Crash Program）方式による電源の整備・

調達について、法制度、契約、各プロジェクトの現状等に関する調査を行った。また、資

金調達・IPP 等について PLN の考え方を聞き取った結果、以下のようなことがわかった。 

PLN においては、資本投資に必要な長期資金はソフトローンで確保することにしており、

それが不能の場合は IPP のような形式で民間投資による電源整備を行うことになる。また、

事業の初期段階でリスクの大きい地熱発電については、PLN でリスクを取れないため IPP

の形式をとっている。一方、Fast Track Program においては、例外として政府保証が付いた

ため、より低い金利で利用可能となる市中銀行から資金調達を行っている。 

今後の資金調達も基本的に同様の考え方となる。 

(3) 電力料金に関する調査 

2006 年あたりから開始された産業向け電力需要のオフピーク誘導策（DayaMaxPlus）や今

年 4 月から開始された富裕層向けの割増料金について調査を行った。 

電力を必要とする顧客層は極めて幅広く、すべての顧客から一律に発電原価に見合う料金

を徴収することは合理的でなく、かつ実現不可能である。しかし、現状の料金体系は 2003

年に改定されて以来のもので、原油価格の高騰もあって料金収入と発電コストのギャップ

が大きくなりすぎている（PLN への政府補助金が膨張している）ため、それを少しでも埋

める努力として、一部富裕層（契約電力 6,600VA 以上の住宅）には一定以上の電力量につ

いて料金を割り増す方策をとっている。長期的には、RUKN に述べられているとおり、よ

り発電コストに近い料金へと変えられていくであろうが、PLN が供給を行うことが困難な

辺地での電力供給や貧困層については、料金を低く抑え政府補助を行う考え方は残るだろ

う。 

(4) 投資資金に関する調査 

調査チーム内で電源開発シナリオについてのディスカッションを行い、ベースケースにつ

いての考え方を確定した。インテリムレポートにおいては、ベースケースの電源開発計画

を示す予定であり、同ケースにおける所要投資資金についても 4 断面で試算を行い、第 3

次現地調査におけるイ国カウンターパートとのディスカッションのベースとする予定であ
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る。 

3.8. 環境影響評価 

3.8.1 クラッシュプログラムの環境影響等 

(1) 保護区及び絶滅危惧種/貴重種/希少種へのクラッシュプログラムの影響 

インドネシア国林業省保護区部から、保護区での開発行為に対する規制について聴き取り

を行うとともに、保護区の位置図を入手した。また、インドネシア国電力公社のクラッシ

ュプログラム担当者並びに環境担当者からの聴き取りにより、保護区に立地するクラッシ

ュプログラムの発電所はないこと及び、絶滅危惧種/貴重種/希少種に重大な影響を及ぼす

可能性のあるクラッシュプログラムの発電所はないことを確認した。保護区の位置図とク

ラッシュプログラム石炭焚発電所の建設予定地点図を比較すると、国立公園内に立地する

発電所はないことは明らかである。 

 

(2) 大気汚染へのクラッシュプログラムの影響 

電力公社のクラッシュプログラム担当者並びに環境担当者によれば、同プログラムの石炭

焚発電所 10 ヶ所全てについて、環境影響評価の一環として発電所からの大気汚染物質の排

出が周辺の大気質に与える影響を予測評価しており、発電所の運開後も周辺地域の大気汚

染物質濃度が環境基準内に収まることを確認している。 

建設前の大気汚染レベルを測定した上で、発電所の運転による大気汚染の増大を予測して、

これらの合計から運開後の大気汚染レベルを評価する手法は一般的で妥当であるものの、

現況の大気汚染物質濃度の測定はスポット的に１回しか行われておらず、測定値が地域の

大気汚染レベルを代表する値かどうかについては疑問が残る。しかしながら、運開後は周

辺地域で大気汚染物質濃度のモニタリングを実施することになっており、大気汚染レベル

の予測評価が外れた場合には、このモニタリングによって確認ができ、所要の対策を講じ

ることが可能となっている。 

 

(3) 住民移転に係る制度並びに住民との合意形成の手法 

発電所等の公共施設建設ための土地取得に伴う非自発的住民移転に際しては、国土庁所轄

の土地収用法（大統領令 No.36/2005）に従い住民との合意が形成され、同法に従って補償

が実施される。移転住民との合意形成のための具体的な手続きを定めた規則はない。 

 

3.8.2 戦略的環境影響評価 

(1) 代替電力開発シナリオ策定に際しての保護区並びに絶滅危惧種/貴重種/希少種の生息地の

回避 

発電所や送電線の建設候補地の選定にあたっては、保護区や絶滅危惧種/貴重種/希少種の

生息地を避けることが望ましい。技術的見地からこれら地域での立地が不可欠である場合

には、建設及び運転による影響を十分に予測評価した上で、影響の回避/削減/緩和が可能

かどうかを検討して建設の可否を判断すべきである。ジャマリ地域の保護区については、

位置図及びリストを入手した。保護区での産業施設の建設にあたっては、保護区を所轄す
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る林業省から許可を得る必要があるが、同省では、地熱発電所の建設といった例外的な場

合を除いて発電所の建設は許可していない。 

 

(2) 各種電源並びに送電線の環境上の問題点と対策 

代替電力開発シナリオの策定にあたって検討の対象になると思われる各種電源並びに送電

線については、電源ごとの環境上の問題点とその対策について検討し整理する（現在作業

中）。 

 

3.9. 代替電力開発シナリオの策定と最適化検討 

最適電力開発シナリオの策定は、電力供給が、低廉であること・安定で信頼性が高いこと・

環境に配慮することを目標とする。石油燃料使用量の低減は緊急性の高い目的である。ま

た、すでに脱石油を図るための電源開発が進行している。一方、ガス供給が不安定なこと

や一般水力開発計画が遅れていることより、石油代替となる燃料や電源の確保も難しい状

況にある。そのため、大規模な石炭開発や揚水開発が計画されている。石炭火力を集中的

に開発することによる二酸化炭素排出や大気汚染、温排水など社会自然環境への影響が懸

念される。これらは、脱石油のリスクと捉えられる。したがって、政策と経済性、リスク

を総合的に評価して、最適化を図る。まず、ベースケースでは、政策を重視し、最小費用

による開発を検討する。さらに、リスクを評価し、期待値の大きなリスクを回避･緩和する

シナリオを立案する。 

 

3.10. 技術移転セミナー計画 

技術移転セミナーに関しては、カウンターパート側から既に具体的な以下の 3 項目の要求があ

げられており、これに沿った技術移転を実施する。 

 

・ 信頼度向上のための絶縁設計・耐雷耐塩設計を含む送変電設備設計 

・ 電圧調整手法、系統保護 

・ 設備保全技術を含む送変電設備の高度化・効率化 

 

下記の要領で実施することで調整している： 

 

1. 開催場所 ： スラバヤ市内（PJB 社内） 

2. 日 時 ： 第3 次時現地調査、2008年8月27-28日の2日間 

3. 参 加 者 ：在イ日本大使館、JICA インドネシア事務所、JBIC、MEMR, BAPPENAS, PLN, 

IP, PJB 他の中央官庁他 

 

第２回ワークショップは、技術移転セミナーに先立ち、2008年8月26日に実施することで調整して

いる。 
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4. 主要な面談記録 
 

JICA 調査団による主要な面談記録を以下に記載する。 
PLN については、役員が交代したため、再度本調査の目的から説明し、引き続き本調査に

対する協力を依頼した。 
 

(1) 日本大使館 
 

日時：平成 20 年 5 月 13 日 10:30 - 11:00 

場所：日本大使館 

面談者：安楽岡 参事官、土屋 二等書記官 

 

・ 現在、日本とインドネシアで政策協議をしている。その中の気候変動プログラムで JBIC ミ

ッションは先週インドネシア政府と協議をしたばかりである。そこで、インドネシア政府

は、電力設備の省エネプログラムを削除してきた。しかし、MEMR は省エネ目標を立てよ

うとしているようだ。 

・ スマトラ･ジャワの海底ケーブルを PLN は急いでいるようだが、どのような状況か？

（JakartaPost 2008.4.22） 

 → (株)ニュージェックは、本件のマスタープラン調査でその計画を反映させる。また、JBIC

案件のクラマサンで NJ は 6 月から業務を開始する予定で、そこで海底ケーブルのルー

ト調査や直流送電の設備設計などをする予定である。 

 
日時：平成 20 年 6 月 20 日 9:00 - 10:00 

場所：日本大使館 

面談者：土屋 二等書記官、 

参加者：JICA 平岡担当、永井専門家 

 

JICA チーム団長は、第 2 次現地調査の帰国報告を行った。この報告は、現地 JICA 報告も兼ね

ることを確認した。 

 

・ 最近の停電は、系統設備にも問題があると認識しているので、これらは本調査の次のプロ

ジェクトになるのではないか。変圧器はかなり過負荷状態が続いているようだ(永井専門

家)。 

・ LNG 基地開発への日本政府支援は良い案と思われるが、それが全面的にインドネシア国内

への LNG 供給につながるかは疑問である。 

・ 8 月のワークショップと技術移転セミナーには是非参加したい。 
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(2) PLN 

 
日時：2008 年 5 月 26 日 16:30 - 17:30 

場所：PLN 役員会議室 ９F  

面談者：Mr. Bambang Praptono 局長(Director of Planning and Technology) 

Mr. Djoko Prasetijo (Deputy Direktor for System Planning) 

 

・ 本調査は、無償で長期開発計画と技術移転の 2 つの目的を持つことを理解した。 

・ 本件の PLN カウンターパートは DjokoDD であり、よくコミュニケーションを図り RUPTL

と方向性が矛盾しないようにしてほしい。 

・ PLN の開発で不足する分は IPP の開発を期待する。 

・ 石油代替燃料として、低品質石炭を最も重視している。ガス供給は不確実である。 

・ 水力は、ジャワではジャティグデ、アッパーチソカン、外島ではアサハン 3 やポソ、ポイ

ガールなどが（建設に向けて）進行中である。 

・ 貯水池式水力は、住民移住の問題が大きいので、ジャワでは難しいと感じている。 

・ スマトラ･ジャワの海底ケーブルは 2013 年建設完了を目指している。JBIC 円借款を PLN は

期待している。 

・ 原子力は 2017 年運転開始予定である。PLN としては政府の決定を待っている。 

・ PLN の今回の組織変更で、（ジャワ島と外島のそれぞれで）建設から保守運営まで一貫して

責任が持てる体制とした。計画部は計画以外に IT や IPP、技術の担当をする。一次エネルギ

ーは副社長直轄の一次エネルギー部が担当する。 

 

 



Activities Accommodation Remarks

11:10 Kansai - 16:40 KUL (MH53)
17:55 KUL - 18:55 JKT(MH725)
(Mr. Matsuno)

10:30-11:30 Meeting to JICA 平岡担当、大原担当

15:00 Meeting to MEMR Mr. Benhur PL. Tobing, Deputy Director of
Electricity Supplying Program, DGEEU

7-May Wed Project Coordination Jakarta Sultan
Hotel

08:30 Courtesy call on PLN Mr. Djoko Prasetijo, Deputy Director of
System Plannning

14:00 Meeting to PLN Mr. Erwin Mirza (System Planning, 系統計

画担当)

9-May Fri Project Coordination Jakarta Sultan
Hotel

10-May Sat Prepare for Coordination Jakarta Sultan
Hotel

11-May Sun - ditto - Jakarta Sultan
Hotel

11:10 Kansai - 16:40 KUL (MH53)
17:55 KUL - 18:55 JKT(MH725)
(Mr. Yamaoka, Mr. Tanaka, Mr. Matsuda,
Mr. Nakajima)
10:30 Narita - 17:05 KUL (MH89)
17:55 KLL - 18:55 JKT(MH725)
(Mr. Ohwada)

09:00-09:50 Meeting at JICA office 富谷次長、平岡担当、大原担当

10:30-11:00 Coutesy call on Embassy of
Japan 安楽岡参事官、土屋二等書記官

13:00ｰ14:50 Meeting to MEMR Mr. Benhur PL. Tobing, Deputy Director of
Electricity Supplying Program, DGEEU

14-May Wed 13:00-16:20 Meeting to PLN Jakarta Sultan
Hotel

Mr. Erwin Mirza (System Planning, 系統計

画担当)

15-May Thu Data Collection, Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

10:00-11:00 Meeting to PLN
Ms. Assistia Seminawan, Vice President for
environmental & Electricity Safety
Dr. Francisca Kolondam

14:00-15:00 Ministry of Forestry Dr. Damedi, Deputy Director for Protected
Areas

17-May Sat Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

18-May Sun - ditto - Jakarta Sultan
Hotel

19-May Mon - ditto - Jakarta Sultan
Hotel

11:10 Kansai - 18:50 KUL (MH51)
20:20 KUL - 21:20 JKT(MH727)
(Mr. Koyama, Mr. Yamada)
10:30 Narita - 16:40 KUL (MH89)
20:20 KLL - 21:20 JKT(MH727)
(Mr. Nishida)

Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

第2回現地調査日程及び先方側面会者（実績）

Date & Day

5-May Mon Jakarta Sultan
Hotel

12-May Mon Jakarta Sultan
Hotel

13-May Tue Jakarta Sultan
Hotel

20-May Tue
－

16-May

Jakarta Sultan
Hotel6-May Tue

8-May Thu Jakarta Sultan
Hotel

Fri Jakarta Sultan
Hotel

14



Activities Accommodation RemarksDate & Day

09:00-10:00 Meeting to PLN Mr. Bambang Hermawanto, Vice President

10:30-11:10 Courtesy call on PLN Mr. Djoko Prasetyo, Deputy Director of
System Plannning

13:30-15:00 Meeting to PLN Mr.Putu

14:00-16:00 Meeting to PLN P3B Mr. Susanto, P3B System Planning Manager

22-May Thu 09:00-12:00 Joint meeting with
PLN,MEMR at PLN

Jakarta Sultan
Hotel

Mr. Benhur PL. Tobing, Deputy Director of
Electricity Supplying Program, DGEEU
Mr. Erwin Mirza (System Planning, 系統計

画担当)

08:30-10:30 Meeting to PLN
Mr. Hermono Dwi Gunojati及びMr. Much
Subchan Fuad（クラッシュプログラムの責任

者Mr. Dalyonoのスタッフ）

 PT PLN(Persero) P3B Region Jawa Barat Iyan Sebastian,Deputy Manager

9:30-10:30 Meeting to PLN

Mr.Yudha Dewanata; 1ry Energy （ガス担
当）
Mr. M.Arief Nugroho ; 1ry Energy （油担
当）

24-May Sat Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

25-May Sun - ditto - Jakarta Sultan
Hotel

10:20-10:50 Meeting to PLN Mr. Erwin Mirza (System Planning, 系統計

画担当)

10:50-11:20 Meeting to PLN Mr.Endro Supriyanto

13:30-14:30 Meeting to MEMR Mr. Titovianto (MEMR需要想定担当)

09:00-13:00 Meting to PLN, P3B　UBOS Mr.Haryadi, Deputy Manager

17:00-17:30 Courtesy call on PLN Mr.Bambang Praptono, Director of
Plannning and Technology

09:00-10:00 PT PLN(Persero) P3B Region
Jakarta & Banten Mr. Sunoto, RCC1 Deputy Manager

09:00-10:00 Meeting to PLN Mr. Erwin Mirza (System Planning, 系統計

画担当)

09:00-10:00 Meeting to PLN Mr.Pudji Widodo; Assistant DD of Coal

13:30-14:30 Meeting to PLN Mr.Putu

09:50-11:30 Meeting to MEMR Coal Ms. Lidya hardiani (Head of Internationals
Development), Mr. M. Taswin

10:30～11:00 Meeting to PLN Ms. Assistia Seminawan, Vice President for
environmental & Electricity Safety

13:30-15:30 Meeting to PLN, P3B Mr. Nur Pamudji, General Manager
Mr. Yanuar Hakim, Transmission Manager

13:30-15:00 Meeting to MEMR MIGAS Mr. Gusti S Sidemen ; Head of Oil & Gas
Policy Development

Jakarta Sultan
Hotel

Jakarta Sultan
Hotel

28-May

29-May

Wed

Thu

Mon Jakarta Sultan
Hotel

27-May Tue Jakarta Sultan
Hotel

21-May Wed Jakarta Sultan
Hotel

23-May Fri Jakarta Sultan
Hotel

26-May

15



Activities Accommodation RemarksDate & Day

18:30 JKT - 21:30 KUL (MH722)
23:45 KUR –
(Mr. Koyama, Mr. Yamada)

15:00-15:30 Meeting to PLN Jakarta Sultan
Hotel

Mr. Djoko Prasetijo, Deputy Director of
System Plannning

  - 07:15 Kansai(MH52)
(Mr. Koyama, Mr. Yamada)

Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

1-Jun Sun Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

2-Jun Mon Data Collection, Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

Move from JKT to Suralaya by Car
Site Visit to Suralaya Power Station

Move from Suralaya to JKT by Car

09:00-09:50 Meeting to MEMR MIGAS

Mr. Budianto, Head of Gas Business Service
Section
Mr. Gusti S Sidemen ; Head of Oil & Gas
Policy Development

4-Jun Wed 10:20-10:50 Meeting to PLN Jakarta Sultan
Hotel

Mr. Djoko Prasetijo, Deputy Director of
System Plannning

5-Jun Thu 09:00-10:00 Meting to MEMR MIGAS Jakarta Sultan
Hotel

Mr. Budianto, Head of Gas Business Service
Section
Mr. Gusti S Sidemen ; Head of Oil & Gas
Policy Development

6-Jun Fri 10:00-10:30 Meeting to PLN Jakarta Sultan
Hotel

Mr. Erwin Mirza (System Planning, 系統計

画担当)

7-Jun Sat Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

8-Jun Sun - ditto - Jakarta Sultan
Hotel

18:15 JKT - 21:15 KUL (MH722)
23:45 KUR –
(Mr.Tanaka, Mr. Matsuda, Mr. Nakajima)
18:15 JKT - 21:15 KUL (MH722)
23:30 KUR –
(Mr. Ohwada)

14:00-14:20 Meeting to MEMR Jakarta Sultan
Hotel

Mr. Benhur PL. Tobing, Deputy Director of
Electricity Supplying Program, DGEEU

  - 07:15 Kansai(MH52)
(Mr.Tanaka, Mr. Matsuda, Mr. Nakajima)

  - 07:40 Narita(MH88)
(Mr. Ohwada)

Data analysis & study Jakarta Sultan
Hotel

JKT1600 – SUB 1720 (GA322) Surabaya

(Mr. Yamaoka, Mr. Matsuno)
JW Marriott

HotelPre Survey for Technical Transfer Seminar:
etc
Data analysis & study Jakarta Sultan

Hotel

Sat
－

30-May Fri
－

3-Jun Tue Jakarta Sultan
Hotel

平岡氏、永井専門家

31-May

9-Jun Mon

-

-

10-Jun Tue

-

-

11-Jun Wed

16



Activities Accommodation RemarksDate & Day

Pre Survey for Technical Transfer Seminar:
etc

SUB11:00– JKT12:20 (GA313)

(Mr. Yamaoka, Mr. Matsuno)

Data Collection, Analysis & Study

13-Jun Fri Data Collection, Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

14-Jun Sat Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

15-Jun Sun - ditto - Jakarta Sultan
Hotel

16-Jun Mon Data Collection, Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

18:30 JKT - 21:30 KUL (MH722)
23:45 KUR –
(Mr.Matsuno)
18:30 JKT - 21:30 KUL (MH722)
23:30 KUR –
 (Mr. Nishida)

Data analysis & study Jakarta Sultan
Hotel

- 07:15 Kansai(MH52)
(Mr. Matsuno)

- 07:40 Narita(MH88)
(Mr. Nishida)

Data analysis & study Jakarta Sultan
Hotel

19-Jun Thu Data analysis & study Jakarta Sultan
Hotel

20-Jun Fri 09:00 Reporting to Embassy of Japan Jakarta Sultan
Hotel

土屋二等書記官、JICA 平岡担当、永井専
門家

21-Jun Sat Data analysis & study Jakarta Sultan
Hotel

22-Jun San - ditto - Jakarta Sultan
Hotel

23-Jun Mon Data analysis & study
Jakarta Sultan

Hotel
18:30 JKT - 21:30 KUL (MH722)
23:45 KUR
(Mr. Yamaoka)

 - 07:15 Kansai(MH52)
(Mr. Yamaoka)

12-Jun Thu

Mr. Acmad Zainuri, Director of Human
Resourses & Administration
Mr. Mustiko Bawano, Director of
Production
Mr. Teguh Widjajanto

Jakarta Sultan
Hotel

-

-

 SUB:Surabaya

25-Jun

*KLL:Kuara Lunpur

18-Jun

-

-

17-Jun

Wed

Tue

 JKT:Jakarta

-

24-Jun Tue -

Wed
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1. 第三次現地調査概要 

 
 平成 20 年 7 月 23 日～9 月 12 日の日程で、第３次現地調査業務を実施した。 
 

調査業務 期間（時期） 主な調査内容  

第二次現地調査 平成 20 年 7 月 23 日～

平成 20 年 9 月 12 日

① 関係官庁への表敬訪問および説明 

② 最適電力開発シナリオ協議 
③ 追加関係箇所の訪問調査（資料収集共） 
④ 第２回ワークショップ（8/26、スラバヤ） 
⑤ 技術移転セミナー（8/27,28、スラバヤ） 

 

なお、第二次現地調査関連資料として以下の資料を本報告書に添付する。 
① 第２回ワークショップ質疑応答 
② 第２回ワークショップ議事録 
 

2. 従事調査団員と期間 

 
 第三次現地調査に従事した調査団員と従事期間は以下の通り。 
 

担当 従事者氏名 従事期間 従事日数 

総括/電力開発計画 山岡 暁  H20.7.30 - H20.9.12 45 日

系統計画 田中 愁佳夫  H20.7.30 - H20.9.12 45 日

系統運用 小山 泰史  H20.8.19 - H20.8.30 12 日

送電技術 丸岡 義郎  H20.8.25 - H20.8.30 6 日

変電技術 真鍋 和敬  H20.8.25 - H20.8.30 6 日

電源開発計画 松田 康治  H20.7.30 - H20.9.6 39 日

一次エネルギー供給 中嶋 靖史  H20.8.19 - H20.8.30 12 日

電力需要予測 山田 浩章  H20.8.19 - H20.8.30 12 日

経済財務分析 西田 雅  H20.7.30 - H20.9.6 39 日

環境社会配慮 大和田 隆  H20.7.23 - H20.8.30 39 日

業務調整 松野 年洋  H20.7.30 - H20.9.12 45 日
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3. 調査業務結果の概要 

 
業務結果の概要は以下のとおりである。 
 

3.1 第２回ワークショップ 
3.1.1 開催概要 

 第２回ワークショップをスラバヤのPJB本社において行った。ワークショップでは、インテリムレポート

結果に基づいて調査団から説明し、質疑応答を行った。 

 

1. 開催場所 ： スラバヤ市内（PJB 社内） 

2. 日 時 ： 2008年8月26日 

3. 参 加 者 ： 

 MEMR：Mr. Benhur PL. Tobing, Deputy Director of Electricity Supplying Program, DGEEU etc 

 PLN：Mr. Erwin Mirza, System planning etc 

 P3B：Mr. Susanto, P3B System Planning Manager etc 

 JICA インドネシア事務所：平岡担当、斉藤専門家 

 その他IP, PJB他  計 約70名 

4. 内 容 ： インテリムレポートの説明 

 

3.1.2 スケジュール 

 ワークショップタイムスケジュールは以下の通り。 

Time Content Presenter 

10:00 - 10:05 Welcome Speech by PJB 

10:05 - 10:10 Opening Speech by MEMR 

10:10 - 10:15 Opening Speech by JICA 

10:15 - 10:20 General Mr. Yamaoka 

10:20 - 10:35 Power Demand Forecast Mr. Yamada 

10:35 - 10:55 Primary Energy Mr. Nakajima 

10:55 - 11:25 Generation Expansion Plan Mr. Matsuda 

11:25 - 11:50 Question and Answer for the morning session 

11:50 - 13:00 Lunch Time  

13:00 - 13:30 Power System Operation Mr. Koyama 

13:30 - 14:00 Power System Plan Mr. Tanaka 

14:00 - 14:20 Economic and Financial Study Mr. Nishida 

14:20 - 14:50 Strategic Environmental Assessment Mr. Ohwada 

14:50 - 15:00 Coffee Break 



3 

Time Content Presenter 

15:00 - 15:30 Power Development Scenario Mr. Yamaoka 

15:30 - 16:00 Question and Answer 

16:00 - 16:05 Closing Speech by PJB 

 

 

3.2 技術移転セミナー 

3.2.1 開催概要 

 ワークショップに引き続き、スラバヤのPJB本社において技術移転セミナーを実施した。

技術移転セミナーは、カウンターパートであるPLNからの要望に基づき系統運用改善に資

することを目的としている。 

 

1. 開催場所 ： スラバヤ市内（PJB 社内） 

2. 日 時 ： 2008年8月27-28日の2日間 

3. 参 加 者 ： 

  PLN：Mr. Erwin Mirza, staff of system planning etc 

  P3B：Mr. Susanto, P3B System Planning Manager etc 

  JICA インドネシア事務所：平岡担当、斉藤専門家 

  その他IP, PJB他  2日間延べ 約130名 

4. 内 容 

・ 信頼度向上のための絶縁設計・耐雷耐塩設計を含む送変電設備設計 

・ 電圧調整手法、系統保護 

・ 設備保全技術を含む送変電設備の高度化・効率化 
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3.2.2 技術移転セミナースケジュール 

 技術移転セミナータイムスケジュールは以下の通り。 

Technology Transfer Program 1st Day 

Date :  27 August 2008 at 10:00 AM.   

Place: PJB Head Office    

Subject: Technology Transfer (Substation and Transmission)   

   

Time Content Presenter 

10:00 - 10:20 Coffee Time 

10:20 - 12:00 Technology Transfer 
"Design of Transmission and Substation" 

Mr. Manabe 
Mr. Maruoka 

12:00 - 12:30 Question and Answer 

12:30 - 13:30 Lunch 

13:30 - 15:00 
Technology Transfer 
"Advanced and efficient technologies of Transmission and 
Substation equipment" 

Mr. Manabe 
Mr. Maruoka 

15:00 - 15:30 Question and Answer 

15:30 - 15:40 Questionnaire to Audience 

   

   

Technology Transfer Program (Draft) 2nd Day 

Date :  28 August 2008 at 9:00 AM.   

Place: PJB Head Office    

Subject: Technology Transfer (System Operation)   

   

Time Content Presenter 

09:10 - 11:10 Technology Transfer : System Operation Mr. Koyama 

11:10 - 11:40 Question and Answer 

11:40 - 11:50 Questionnaire to Audience   

11:50 - 12:00 Closing Speech by JICA Mr. Yamaoka 

12:00 - 13:00 Lunch 
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3.4 ワークショップ＆技術移転セミナー状況 

 

１．セミナー会場(PJB 本社) 

 

２．ワークショップ（8/26） 

３．ワークショップ（8/26） ４．技術移転セミナー（8/27-28） 

５．技術移転セミナー（8/27-28） ６．技術移転セミナー（8/27-28） 
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3.5 最適電力開発シナリオの協議 
3.5.1 基本条件 

 ベースシナリオを基に最適化を図るために、代替シナリオ（オプション）を検討する。 

代替シナリオは、以下の電力開発の優先度の違いに基づいて策定する。 

① 低廉である（石炭優先） 

② 信頼性が高く安定している 

③ 地球環境への影響をできる限り少なくする 

 低廉な電力供給を最優先する案では、石油使用を早期に廃止し、その代りに最も発電原価の

安い石炭を開発する。一方、供給安定性・信頼性を最優先する案では、電源を多様化し、ピー

ク用には LNG を積極的に開発する。環境影響を少なくする案では、CO2 削減を優先させる。 

 
3.5.2 代替シナリオ 

ベースシナリオを基に最適化を図るために、代替シナリオ（オプション）を検討する。 

 シナリオ１：石炭開発促進シナリオ（Coal power acceleration scenario）  

 シナリオ２：電源多様化シナリオ（Power source diversification scenario） 

 シナリオ３：二酸化炭素排出削減シナリオ（CO2 emission reduction scenario） 

 
各シナリオにおける電源別開発目標（2028 年） 

電源の種類 

シナリオ 
石油 石炭 ガス 地熱 水力 揚水 原子力 再生可能 

設備容量

比 (%) 
29 39 17 3.5 11.5 0 0 0 

現
状

2006 電力量比
(%) 30.4 43.2 16.8 3.7 5.9 0 0 0 

ベース 
シナリオ 

 

PLN 目標に従

い、電力量比

で 0.2%。 

政 策 に 従 い 、

電 力 量 比 で

56-66%。 

政策および確

実な計画から、

電 力 量 比 で

12%。 

政策および開

発可能量に従

い、電力量比

で 5%。 

政策に従い、

電 力 量 比 で

4-8%。 

ピ ー ク 用 に

経済性評価

(WASP)。 

開発ロードマッ

プ で 容 量 比
5-7% (4-5GW) 
が限界。 

発 生 電 力 量 を

無視。 

石炭開発促進 
（シナリオ１） 

電 力 量 比 を

0.2%にする。 
最 も発 電原 価

が安いため、積

極開発。結果と

し て 電 力 量 比

70%程度。 

燃料が高いの

で開発抑制。

容 量  (kW) 比

で 10%程度。 

確実性の高い

785MW を加え

総 容 量 比
1620MW (2%)
を開発目標。 

初 期 コ ス ト 高

く、開発は進ま

ない。電力量

比は 2%まで低

下。 

ピ ー ク 用 に

経済性評価

(WASP)。 

発電原価が安

いため開発、容

量 目 標

5GW(7%)。 

発電コストが高

い の で 開 発 に

消極的。発生電

力量は無視。 

電源多様化 
（シナリオ２） 

電源多様化の

た め 2-3% の

電力量比に保

つ。 

他電源開発を

優先し、不足分

を補う。 

LNG 主体に積

極開発。電力

量比で 19%目

標。 

開 発 可 能 量

3.6GW 、 容 量

比 5%まで積極

的に開発。 

貯水池式を主

体に開発。電

力量比で 4-8%
目標。 

ピ ー ク 用 に

経済性評価

(WASP)。 

電 源 多 様 化 を

図るため開発、

容 量 目 標

5GW(7%)。 

太陽光、風力、

バイオも電源多

様化の点から開

発、電力量比で

4%目標。 

二酸化炭素 
排出削減 

（シナリオ３） 

供給安定・信

頼性重視案に

従う。 

FTP 以降(容量

で 18%)、電力

不足分を補う。 

環 境 面 か ら

LNG を積極開

発、電力量比

で 19%目標。 

開 発 可 能 量

3.6GW 、 容 量

比 5%まで積極

的に開発。 

中小水力を主

体に開発。電

力量比で 8%
目標。 

ピ ー ク 用 に

経済性評価

(WASP)。 

CO2 排出がない

ため積極開発、

容量目標 5GW 
(7%)。 

電力量比で、太

陽 光 ・ 風 力 で

5% 、 バ イ オ は

2%を目標。 

注： ジャマリ系統の 2006 年における総設備容量は 22,126 MW で、発生電力量は 104.8 TWh (PLN 79.9TWh,IPP 24.9TWh)。 

 ジャマリ系統の火力発電設備（IPP 含む）の電源別設備容量比は、RUPTL 2007-16 にしたがった。また、2006 年では

合計 18,825MW (85%)であり、汽力 10,370MW (46.9 %)・コンバインドサイクル 6,143MW (27.8%)・ガスタービン

2,236MW (10.1%)・ディーゼル 76MW(0.3%)となっている。 
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上記のシナリオ案に基づいて、2028 年時点の電源別発生（消費）エネルギー比率を

予想した。その結果を以下の図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

各シナリオの電源別消費エネルギー比率 (Total 354.8 TWh, 2028) 
 
 次に、2009 年～2028 年の各断面におけるにおいて、各シナリオの必要投資資金を計

算した発電単価一覧を以下に示す。 
 石炭開発促進シナリオが最も経済的で、ベースシナリオ、電源多様化シナリオ、二酸

化炭素排出シナリオの順に発電単価が高くなる傾向となっている。 
 

シナリオ別発電単価予想
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次に、参考に 2028 年におけるコスト内訳を示す。 

0

20

40

60

80

100

Base Less expensive More reliable Environment
oriented

Alternative senario

Fu
el

 ra
tio

%

coal gas oil hydro geothermal renewable nuclear transmit (Sumatera)

more coal

more 
diversified

more 
renewable



8 

B
as

e 
Sc

en
ar

io
  

 
 

 
 

  
  

  
 

Sc
en

ar
io

1 
(C

oa
l p

ow
er

 a
cc

el
er

at
io

n 
sc

en
ar

io
) 

D
ep

re
.C
ur
.A
ss

t 3%
D
ep

re
ci
at
io
n

15
%

In
te
re
st
 

Cu
r.
D
eb

t
1%

In
te
re
st

21
%

Fi
xe
d 
O
M

7%
Va
ri
 O
M

2%

Co
al

32
%

G
as 5%

LN
G

5%

M
FO 0%

H
SD 4%

G
eo 4%

N
uc 1%20
28

R
p8

59
 /k

W
h

D
ep

re
.C
ur
.A
ss

t 3% D
ep

re
ci
at
io
n

15
%

In
te
re
st
 

Cu
r.
D
eb

t
1%

In
te
re
st

22
%

Fi
xe
d 
O
M

7%
Va
ri
 O
M

2%

Co
al

35
%

G
as 5%

LN
G

2%

M
FO 0%

H
SD 5%

G
eo 2%

N
uc 1%20
28

R
p8

58
 /k

W
h

 

Sc
en

ar
io

2 
(P

ow
er

 so
ur

ce
 d

iv
er

si
fic

at
io

n 
sc

en
ar

io
)  

  
  

 
 

Sc
en

ar
io

3 
(C

O
2 e

m
is

si
on

 re
du

ct
io

n 
sc

en
ar

io
) 

D
ep

re
.C
ur
.A
ss
t

2%
D
ep

re
ci
at
io
n

11
% In
te
re
st
 C
ur
.D
eb

t
0%

In
te
re
st

17
%

Fi
xe
d 
O
M

6%

Va
ri
 O
M

2%

Co
al

23
%

G
as 5%

LN
G

9%

M
FO 0%

H
SD 7%

G
eo 4%

N
uc 1%

G
re
en

E
13

%20
28

R
p9

91
 /k

W
h

D
ep

re
.C
ur
.A
ss
t

2%
D
ep

re
ci
at
io
n

10
%

In
te
re
st
 C
ur
.D
eb

t
0%

In
te
re
st

15
%

Fi
xe
d 
O
M

5%

Va
ri
 O
M

2%
Co

al
21

%
G
as 4%

LN
G

8%

M
FO 0%

H
SD 7%

G
eo 4%

N
uc 1%

G
re
en

E
21

%

20
28

R
p1

,0
59

/k
W

h



9 

3.5.3 最適シナリオの検討 
前述したとおり、シナリオはベースシナリオに加えて以下の３つを作成した。 

 シナリオ１：石炭開発促進シナリオ（Coal power acceleration scenario）  

  シナリオ２：電源多様化シナリオ（Power source diversification scenario） 

  シナリオ３：二酸化炭素排出削減シナリオ（CO2 emission reduction scenario） 

これらのシナリオについて、カウンターパートと協議した結果、 
① 石炭火力に大きく依存するのは、供給信頼性の面から出来るだけ避けたい。 
② ガスは LNG 化し、ミドルからピーク用に積極的に開発していきたい。 
③ 今後の政府方針としては、新エネルギーや再生可能エネルギーを重要視している。 
  ただし、再生可能エネルギーは外島部への設置が中心となるだろう。 
④ 電源多様化シナリオ（シナリオ２）では原子力、水力、地熱、その他の再生可能エ

ネルギーを合わせると 20 数%となり十分な量と考えられる。 
の理由により、電源多様化シナリオ（シナリオ２）を最適シナリオとして合意した。今

後は、電源多様化シナリオについて、電源開発計画、送変電系統開発計画、資金調達お

よび民間投資促進、環境社会配慮の面から課題と対策案等を中心に検討し、ドラフトフ

ァイナルレポート作成を行う。 
 

4. 次回現地調査の予定 
日程：10 月 19 日～11 月 19 日予定 
内容：ファイナルポートの作成およびカウンターパートとの最終調整およびワークショ

ップ開催 
（ワークショップ日程、場所） 
 ・日程：2008 年 11 月 5 日(水) 9:00～16:00 
 ・場所：ジャカルタ（MEMR DGEEU or PLN Pusat） 
 ・内容：ドラフトファイナルレポート説明、協議 
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5. 主要な面談記録 
 

JICA 調査団による主要な面談記録を以下に記載する。 
 

(1) 日本大使館 
 

日時：平成 20 年 8 月 1 日 09:00 - 09:30 

場所：日本大使館 

面談者：土屋 二等書記官 

 

・ 第２クラッシュプログラムはインテリムレポートには記載しないのか？ 

 →(JICA)現在、PLN と MEMR とで協議中であり、まだ公式には発表されておらず、レポー

トに記載の出来る程固まっては来ていない。今後、ファイナルレポート作成に向け作業を

進める中で、随時情報を入手し、必要に応じてふれていく事を考えている。 

・ 今回のマスタープランがインドネシア側にとって、有効に活用されていくことを願ってい

る。インドネシアでは、技術的には優れたマスタープランであっても、クラッシュプログ

ラムや第二クラッシュプログラムのように、政策的にトップダウンで決まってしまい、結

局、報告書が有効に使われずじまいということを懸念している。そうならないためにも、

MEMR の電力総局長の Mr.Purwono 氏へも今回のスタディーについて、会って説明＆意見

交換をして欲しい。 

 →上層部への説明の重要さについては認識しており、ドラフトファイナル提出時に一度伺

おうと考えていたが、今回の訪問中に挨拶と進捗状況の報告をする方向でカウンターパート

と協議してみる。 

 
(2) PLN 

 
日時：2008 年 8 月 1 日 14:00 - 15:30 

場所：PLN 5F  

面談者：Mr. Erwin Mirza、Ir. Suroso Isnandar, MSc. 
 

PLN に第２クラッシュプログラムについては、まだ公式に発表されておらず、PLN、MEMR

で協議中の段階である。 

 第二クラッシュプログラムについて、現段階での PLN が現在考えている内容は以下の通り。 

 ・全体で 8,300 MW で、2013～2015 年に運転開始する計画である。 

 ・内訳は石炭火力（IPP）4,000 MW、地熱発電（IPP）1,300 MW、揚水発電（PLN）3,000MW 

  その内、IPP 石炭火力は効率の良い超臨界圧ボイラ（Super Critical Pressure Boiler）が採用

される予定。 

 ・第二クラッシュプログラムの公表時期は不明であるが、2009 年の大統領選挙前になるので
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はと予想している。 

 

             Java-Bali 8,300 MW  2013～2015 

 

   (IPP)                    (IPP) 

    Coal 4,000 MW      地熱発電 1,300 MW           揚水発電 3,000MW 

    (超臨界圧ボイラ）                  ・Upper Cisokan  1,000 MW 

   単機容量 1,000 MW                ・Matenggen     1,000 MW 

                             ・Grindulu      1,000 MW 

 

(3) JBIC 

 
日時：2008 年 8 月 7 日 10:00 - 10:40 

場所：JBIC 

面談者：淺枝真弘駐在員 

 

淺枝氏のコメント、議論の概要は以下のとおり。 

・本調査の結果を受け、MEMR/PLN に具体案件を提案していくことになるのか？ 

→直接具体案件につながるとは限らないが、たとえば今後の揚水発電所の必要性をリコメン

ドするなど、問題意識を共有し、彼らの計画に反映してもらうことが第一の目的である。 

たとえば揚水は 3 か所の計画が第 2 次クラッシュプログラムに取り上げられているが、ア

ッパーチソカン（UP）でも 2015 年までの整備は厳しく、揚水建設を楽観視しすぎている

などの問題が指摘される。UP 以外の 2 か所については、オフィシャルな調査はなく、民

間の pre-FS 程度の調査しか存在しない状況である。 

・送電の容量不足が予測されているのか？ 

→現在の骨格は 50 万 V で実現しており、PLN においてもクラッシュプログラムの発電所な

どを考慮し 10 年分の計画を持っている。本調査ではより長期に 20 年先を見据え、電源の

分布や安定性、経済性などの観点から直流送電線や既存 50 万 V 系統の増強を提案する予

定である。直流の設備やその制御は日本の技術に優位性がある。また、現計画で300万kW、

将来的にはさらに 300 万 kW が考えられるスマトラからの海底送電に関しても、ケーブル

製造面で技術的なアドバンテージがある。 

・具体的な発電所の同定はこのような計画では困難であるため、今後の整備の方向性を示す

ということになるのだろう。 

→[平岡アドバイザー]RUKN や RUPTL に本調査の結果が反映されることが望ましい。長期

的な方向性をしめすことが直接的な目標だが、部分的には具体案件の FS 等につなげたい。 

・JICA 以外でもこのような調査は行っているのか？ 

→他では同様な計画を行っていない。2002 年に同様の調査が JICA で行われたが、その後燃

料価格の変化をはじめ様々な状況の変化があるため、それを踏まえて計画を更新すること
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になる。 

→[平岡アドバイザー]スマトラ、スラヴェシのマスタープラン、地熱マスタープランが終わ

っており、水力のマスタープランが実施されれば、その後は具体案件を進めていくことだ

けが残ることになる。  

・経済・財務専門家の調査内容はどのようなものになるのか？ 

→現在検討を進めている電力開発シナリオが近く具体の数字になるので、これを受け、資金

調達の必要性やその調達の考え方について、発電方法別に検討していくことになる。特に

MEMR や PLN の意思決定レベルにアピールが必要である。 

・直流送電線のアドバンテージはなにか？ 

→送電線自体は直流のほうが安価だが、交/直のコンバーターの費用が大きいため、距離が長

い場合に直流が経済的な選択になる。分岐点は 300～500km あたりにある。一方、海底ケ

ーブルの場合は、ケーブル自体がコンデンサーのように働いてしまうため、交流では長距

離の送電ができない。50km あたりが交流の限度だろう。 

・配電についても提案がなされる予定か？ 

→既存設備では、15 万 V で配電をおこなっているが、ジャカルタなど需要規模の大きいと

ころではより高い電圧のほうが効率的になる。22 万 V よりも 27.5 万 V を提案することを

考えている。 

   

(4) 日本大使館 
   
日時：平成 20 年 9 月 9 日 09:20 - 10:00 

場所：日本大使館 

面談者：土屋 二等書記官 

JICA ：平岡担当、斉藤専門家 

 

調査団より、第 3 次現地調査結果の概要を説明した。 

 土屋 2 等書記官より以下のコメントがあった： 

 

・ 技術移転に関して、カウンターパートの反応はどのような感じであったか？ 

 →主に PLN、P3B からの質問が合ったが、内容を理解した上での質問が多かった。また、ア

ンケートも実施したが多数の参加者からセミナーには満足しており、業務に役立つ内容で

あったという結果となっており、有意義なセミナーであったと認識している。 

・ LNG 火力をピーク用として今後の電源開発の中に組み込まれているが、その場合は LNG

タンクが必要となってくると思われるが、タンクの建設費は LNG 火力の建設単価の中に入

っているのか？ 

 →タンクを発電所で持つ場合と、他の会社に運用を任せて行う場合があり、現段階では PLN

方針は定まっていないため、燃料代の中に含まれるものとして見ている。PLN にも認識し

てもらうため、ドラフトファイナルでは報告書に記載する方向である。 
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・ 今後の案件として、揚水発電所の可能性調査が考えられる。今後ベースである石炭火力発

電所が多く入り、ピーク対応のために揚水発電所のニーズが高まっている。揚水は重要な

電源として PLN は具体的な候補地選びを進めつつある。ヨーロッパのメーカーと比較し

ても技術的・価格的にも十分競争出来るレベルにあり、また、調査期間・建設期間が長く

かかるため IPP では取り組みが難しく、ODA 案件として良い条件がそろっていると考え

られる。（JICA 調査団より） 

 →JICA も揚水発電所の重要性は認識しており、PLN が候補地点であげている地点の内、詳

細設計が終わっている, Upper Cisokan 以外の Matenggeng, Grindulu の内、どちらかの地点

について FS を実施することも視野に入れている。ただし、Upper Cisokan のように、FS， 

DD まで ODA 資金を利用して実施して、建設は世銀融資ということのないように、FS 段

階から建設まで担保できる案件となればと考えている。（JICA） 

 

(5) JICA インドネシア事務所 
 
日時：平成 20 年 9 月 9 日 14:30 - 15:30 

場所：JICA インドネシア事務所 

面談者：富谷次長、平岡担当、斉藤専門家 

 

 第３次現地調査の帰国報告を行った。 

 JICA よりのコメントは以下の通り。 

 

（１）最適電源開発について 

Q. 今後の電源開発で、揚水 3 地点を計画しているが、その必要性は？ 

A. ピーク電源火力として LNG 火力の導入や石炭火力＋揚水の組み合わせが考えられる。

LNG 火力は燃料の LNG 単価が油と同様並みに高く経済的ではなく、石炭火力＋揚水の組

み合わせの方が経済的である。また、一般的に、ピーク電源は全体の電源設備容量の 8%

が必要と言われている。現在の設備容量が約 2,000 万 kW で 10 年後には約 2 倍の 4,000 万

kW になると予想される。その場合の設備容量の 8%は約 300 万 kW であり、ちょうど揚水

3 地点合計 300 万 kW（100 万 kW×3）と合致する。 

（２）揚水について 

  . JICA としては揚水の開発に興味を持っている。Upper Cisokan は世銀が先行していて難し

そうなので、 Matenggeng, Grindulu のどちらがいいかについて、またニュージェックの知

見を拝借したい。 

  →了解した。 

 

 



Activities Accommodation Remarks

23-Jul Wed
11:10 Narita - 17:05 SIN (SQ5915)
18:45 SIN - 19:20 JKT (SQ966)
(Mr.Ohwada)

Jakarta Sultan
Hotel

24-Jul Thu Data Collection, Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

25-Jul Fri - ditto - Jakarta Sultan
Hotel

26-Jul Sat Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

27-Jul Sun - ditto - Jakarta Sultan
Hotel

13:30 - 14:30 Meeting to PLN Mr. Much Subchan Fuad, クラッシュプロ

グラムの責任者Mr. Dalyonoのスタッフ

14:30 - 15:00 Meeting to PLN Ms. Assistia Semiawan,Vice President for
Environmental and Electricity Safety

29-Jul Tue Data Collection, Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

11:00 Kansai - 16:35 SIN (SQ617)
17:30 SIN - 18:05 JKT(SQ962)
(Mr. Yamaoka, Mr. Tanaka, Mr.Matsuda,  Mr.
Matsuno)
11:30 Narita - 17:35 SIN (SQ637)
18:45 SIN - 19:20 JKT (SQ966)
(Mr.Nishida)

09:00 - 10:00 Meeting at JICA office 平岡担当、斉藤専門家

15:00 - 16:00 Meeting to MEMR
Mr. Benhur PL. Tobing, Deputy
Director of Electricity Supplying
Program, DGEEU

09:00 - 09:30 Courtesy Call on Embassy of Japan 土屋２等書記官

14:00 - 15:30  Meeting to PLN Mr. Erwin Mirza, Staff of System
planning

2-Aug Sat Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

3-Aug Sun - ditto - Jakarta Sultan
Hotel

4-Aug Mon Data Collection, Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

5-Aug Tue - ditto - Jakarta Sultan
Hotel

6-Aug Wed - ditto - Jakarta Sultan
Hotel

7-Aug Thu 10:00 - 10:40 Meeting to JBIC Jakarta Sultan
Hotel 淺枝駐在員

8-Aug Fri 14:00 - 15:00 Meeting to PLN Jakarta Sultan
Hotel

Mr. Monstar Panjaitan, Deputy manager
of system planning

9-Aug Sat Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

10-Aug Sun - ditto - Jakarta Sultan
Hotel

11-Aug Mon Data Collection, Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

12-Aug Tue - ditto - Jakarta Sultan
Hotel

13-Aug Wed 13:30 - 15:00 Meeting to Indonesia Power Jakarta Sultan
Hotel Ms. Cipti Listiyanti（環境担当者）

第３次現地調査日程及び先方側面会者（実績）

Mon28-Jul Jakarta Sultan
Hotel

Date & Day

1-Aug Tue Jakarta Sultan
Hotel

30-Jul Wed Jakarta Sultan
Hotel

31-Jul Mon Jakarta Sultan
Hotel
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Activities Accommodation RemarksDate & Day

14-Aug Thu Data Collection, Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

15-Aug Fri - ditto - Jakarta Sultan
Hotel

16-Aug Sat Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

17-Aug Sun - ditto - Jakarta Sultan
Hotel

18-Aug Mon - ditto - Jakarta Sultan
Hotel

19-Aug Tue
11:00 Kansai - 16:35 SIN (SQ617)
17:30 SIN - 18:05 JKT (SQ962)
(Mr.Koyama, Mr.Nakajima, Mr.Yamada)

Jakarta Sultan
Hotel

20-Aug Wed 13:30 - 16:30 Meeting to P3B Jakarta Sultan
Hotel

Mr. Nur Pamudji, General Manager
Mr. KrisnaSimbaputra, System Opration
Manager
Mr. Hariyadi

21-Aug Thu Data Collection, Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

22-Aug Fri 14:00 - 15:00 Meeting to MEMR Jakarta Sultan
Hotel

Mr. Benhur PL. Tobing, Deputy Director
of Electricity Supplying Program,
DGEEU

23-Aug Sat Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

13:00 JKT - 14:20 SUB (GA316)
(Mr.Yamaoka, Mr.Matsuno)

Surabaya
Marriott Hotel

Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

Meeting to PJB Mr. Wisnoe Satrijono, Knowledge
Management Manager

13:00 JKT - 14:20 SUB (GA316)
(Mr.Tanaka, Mr.Koyama, Mr.Matsuda,
Mr.Nakajima, Mr.Yamada, Mr.Nishida,
Mr.Ohwada)

11:00 Kansai - 16:35 SIN (SQ617)
18:20 SIN - 19:35 SUB (GA843)
(Mr.Maruoka, Mr.Manabe)

26-Aug Tue 2nd Workshop at PJB Surabaya
Marriott Hotel

27-Aug Wed Technology Transfer Seminar at PJB Surabaya
Marriott Hotel

28-Aug Thu Technology Transfer Seminar at PJB Surabaya
Marriott Hotel

11:00 JKT - 12:20 SUB (GA313)
(Mr. Yamaoka, Mr.Tanaka, Mr.Matsuda,
Mr.Nishida, Mr.Matsuno)

Jakarta Sultan
Hotel

17:50 SUB - 21:05 SIN (MI225)
01:10 SIN - 08:35 Kansai(SQ618)
(Mr.Koyama, Mr.Maruoka, Mr.Manabe,
Mr.Nakajima, Mr.Yamada)
17:50 SUB - 21:05 SIN (MI225)
23:40 SIN -

Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

 - 08:35 Kansai(SQ618)
(Mr.Koyama, Mr.Maruoka, Mr.Manabe,

Mr.Nakajima, Mr.Yamada)
-

  - 7:30 Narita (SQ638)
(Mr.Ohwada) -

29-Aug Fri

-

24-Aug Sun

25-Aug Mon Surabaya
Marriott Hotel

30-Aug Sat
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Activities Accommodation RemarksDate & Day

31-Aug Sun Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

1-Sep Mon 14:00 - 16:30 Meeting to PLN,MEMR Jakarta Sultan
Hotel

Mr. Djoko Prasetijo, Deputy Director of
System Plannning
Mr.Trinaldy, Staff of MEMR DGEEU

2-Sep Tue Data Collection, Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

3-Sep Wed 13:00 - 14:00 Meeting to P3B Jakarta Sultan
Hotel

Mr. Susanto, P3B System Planning
Manager

13:00 - 15:00 Meeting to PLN Mr. Erwin Mirza, Staff of System
planning

14:00 - 15:30 Meetring to PLN Ms. Sinthya Roesly, Deputy Director of
Strategic corpere planning

14:00 - 15:30 Meeting to MEMR Jakarta Sultan
Hotel

Mr. Benhur PL. Tobing, Deputy Director
of Electricity Supplying Program,
DGEEU

20:15 JKT - 22:50 SIN (SQ967)
(Mr.Matsuda) -

20:15 JKT - 22:50 SIN (SQ967)
23:40 SIN –
(Mr.Nishida)

-

Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

01:10 SIN – - 08:35 Kansai(SQ618)
(Mr. Matsuda) -

 - 07:30 Narita(SQ638)
(Mr. Nishida) -

7-Sep Sun Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

8-Sep Mon Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

09:20 - 10:00 Report to Embasy of Japan 土屋２等書記官

14:30 - 15:30 Report to JICA 平岡担当、斉藤専門家

10-Sep Wed Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

11-Sep Thu 20:15 JKT - 22:50 SIN (SQ967)
(Mr.Yamaoka, Mr.Tanaka, Mr.Matsuno)

Jakarta Sultan
Hotel

12-Sep Fri 01:10 SIN – - 08:35 Kansai(SQ618)
(Mr.Yamaoka, Mr.Tanaka, Mr.Matsuno) -

4-Sep Thu Jakarta Sultan
Hotel

*JKT:Jakarta
 SUB:Surabaya
 SIN:Singapore

5-Sep Fri

6-Sep Sat

9-Sep Tue Jakarta Sultan
Hotel
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1. 第４次現地調査概要 

 
 平成 20 年 10 月 19 日～11 月 21 日の日程で、第 4 次現地調査業務を実施した。 
 

調査業務 期間（時期） 主な調査内容  

第４次現地調査 平成 20年 10月 19日～

平成 20 年 11 月 21 日

① 関係官庁への表敬訪問および説明 
② ファイナルレポートに向けての協議・作業 
③ 第３回ワークショップ（11/5、ジャカルタ） 

 

なお、第 4 次現地調査関連資料として以下の資料を本報告書に添付する。 
① 第 3 回ワークショップ議事録 
② ジャカルタジャパンクラブへの説明会関係資料 
 

2. 従事調査団員と期間 

 
 第 4 次現地調査に従事した調査団員と従事期間は以下の通り。 
 

担当 従事者氏名 従事期間 従事日数 

総括/電力開発計画 山岡 暁  H20.10.26 - H20.11.21 27 日

系統計画 田中 愁佳夫  H20.10.19 - H20.11.8 21 日

系統運用 小山 泰史  H20.10.28 - H20.11.8 12 日

電源開発計画 松田 康治  H20.10.21 - H20.11.10 21 日

経済財務分析 西田 雅  H20.10.26 - H20.11.15 21 日

環境社会配慮 大和田 隆  H20.10.26 - H20.11.15 21 日

業務調整 松野 年洋  H20.10.26 - H20.11.15 21 日
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3. 調査業務結果の概要 
 業務結果の概要は以下のとおり。 
 

3.1 第 3 回ワークショップ 
3.1.1 開催概要 

 第3回ワークショップをジャカルタのMEMRにおいて行った。ワークショップでは、ドラフトファイナ

ルレポート結果に基づいて調査団から説明し、質疑応答を行った。 

 

1. 開催場所 ： ジャカルタ市内（MEMR内） 

2. 日 時 ： 2008年11月5日 

3. 参 加 者 ： 

 MEMR：Mr. Agoes Triboesono, Director of electricity enterprise supervision 

 PLN：Mr. Monstar Panjaitan, Manager of System Planning 

 P3B：Mr. Susanto Wibowo, P3B System Planning Manager 

 日本大使館：土屋二等書記官 

 JICA 産業開発部：高田調査役 

 JICA インドネシア事務所：河西次長、平岡担当、斉藤専門家 

 その他MEMR, PLN, IP, PJB, BAPPENAS他  計 約70名 

4. 内 容 ： ドラフトファイナルレポートの説明 

 

3.1.2 スケジュール 

 ワークショップタイムスケジュールは以下の通り。 

Time Content Presenter 
09:00 - 09:10 Opening Speech by MEMR Mr. Agoes 
09:10 - 09:15 Opening Speech by Embassy of Japan Mr. Tsuchiya 
09:15 - 09:20 Opening Speech by JICA Mr. Kawanishi 
09:20 - 09:35 Optimal Power Development Scenario Mr. Yamaoka 
09:35 - 10:35 Optimal Power Source Development Plan Mr. Matsuda 
10:35 - 11:35 Optimal System Plan Mr. Tanaka 
11:35 - 12:00 Question and Answer 
12:00 - 13:00 Lunch 
13:00 - 13:30 Improvement of Power System Operation Mr. Koyama 
13:30 - 14:10 Investment Schedule, IPP Promotion Plan Mr. Nishida 
14:10 - 14:50 Strategic Environmental Assessment Mr. Ohwada 
14:50 - 15:00 Recommendation Mr. Yamaoka 
15:00 - 15:30 Question and Answer 
15:30 - 15:35 Closing Speech by PLN Mr. Monstar 
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3.4 ワークショップ状況 

 

 
１．ワークショップ状況(1) 

 
２．ワークショップ状況(2) 

３．ワークショップ状況(3) ４．ワークショップ状況(4) 
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3.5 次期プロジェクトの提案 
 本調査結果を踏まえて、インドネシア、ジャマリ地域の電力システムを電源多様化シナリオに

沿って構築していくには、次のようなプロジェクトを外国の協力も考慮して推進することが求め

られる。 

 

3.5.1 水力マスタープランの策定 

 近年の化石燃料の高騰に伴い、燃料リスクの極めて少ない水力が国際的に注目されている。し

かしながら、2000年以降PLN は中期的な開発計画である全国電力供給計画 (RUPTL) を原則毎年

策定しているものの、2016年までの水力開発計画はきわめて限られている。インドネシアでは、

1980 年代と1990 年代に大規模な全国包蔵水力調査1 が実施されており、 外島部においては当時

の水力開発に多大な貢献があったと評価できる。Bakaru 第1（126 MW、南スラウェシ）、Besai

（90 MW、南スマトラ）などがこれら全国包蔵水力調査結果に基づく具体的な成果である2。し

かしながら、ジャワ島においては、チラタIIの拡張工事（500 MW増設、合計1,000 MW）が1998

年に完成した以降、マイクロや小水力を除いて、中規模以上の水力発電所は開発されていない。 

 

 包蔵水力調査当時は電源開発の効率性が最優先された。近年、水力開発では、住民移転や河川

利用などに対して、自然社会環境配慮に対する期待が高まっている。これらの環境配慮も踏まえ

て、サイトや開発形式（貯水池式、流れ込み式）、規模などを選定していく必要性が生じている。

近年の化石燃料高騰も事業性評価に取り込むべきである。 

 

 ジャワ島では、大規模揚水開発が大規模な石炭火力開発と組み合わせたピーク対応電源として

期待されている。本来、水力開発候補案件は「最新版包蔵水力調査」結果に基づいて案件リスト

が選定されるべきである。 

 

 ジャワ島を含め、インドネシア全土の水力ポテンシャルを再調査し、中長期的な水力開発計画

の基礎を固める「全国水力マスタープラン」の必要性は大きい。全国またはジャマリでの水力マ

スタープランでは、次に示す作業が期待される。 

① 既存データを活用した水力開発候補の特定 

② 各水力開発候補の概略開発検討（発電形式、概略発生電力量、発電施設送電線を含む概略

建設費） 

③ 環境社会配慮（住民移転や、保護区、土地利用、河川利用（生活用水や灌漑用水等の水利

用、船舶の通行、漁業等）への影響、貯水池の建設や減水区間の出現による絶滅危惧種/貴

重種/希少種の生息地の喪失、遡河性及び降河性魚類の移動に対する障害等が考えられる｡

これらから、優先度や実現性を判断して評価項目を絞り込む。また、候補サイトの特定の

度合いに応じて概略的な検討を実施。個別サイトごとの検討は、下記「有望案件のフィー

                                                        
1 Hydro Potential Study, 世銀 1978-1982 および Hydro Inventory Study, 世銀 1997-2000. 
2 JICA,インドネシア国スラベシ島最適電源開発計画調査、2008 年 8 月 
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ジビリティ調査」において実施） 

④ 開発優先順位の策定 

⑤ 有望案件のフィージビリティ調査 

 

 また、アッパーチソカン揚水に続く次期候補プロジェクト（中部ジャワと東部ジャワの2箇所）

については、FSを実施することが望ましい。 

 

3.5.2 ジャマリ系統への DC システムの導入 

 

将来、ジャマリ系統の150 kVおよび500 kV送変電システムの増強が必要となる。2028年時点では、

ジャマリ系統の全容量は約60 GWまで拡大することが予想されている。 

 

ジャマリ系統では、ピーク時には電力需要の約60%がジャカルタ特別州に集中する一方、電源は

全島に分散するため、東から西への潮流が発生している。今後、系統上は西ジャワ・バンテン州

に電源開発を進めるべきであるが、用地問題や自然社会環境上、集中して電源開発することは困

難である。したがって、潮流の方向は今後も変わらないと予想される。 

 

ジャマリ地域内の電源だけでなく、スマトラ島からジャマリへの電力供給3,000 MWが2015年には

開始することが計画され、さらに追加供給も考慮されている。さらにカリマンタン島からジャマ

リへの電力供給も構想されている。中部ジャワの北部沿岸には、原子力発電が数千MW計画され

ている。 

 

このような状況を踏まえると、ジャワ島内の（超）高圧送変電システムの補強や、中部ジャワ州

から西ジャワ・バンテン州にかけて送変電系統の増強がきわめて重要になってくる。スマトラ島

からの電力供給に対して、第1期の3,000 MWは連系計画がなされている（Parung変電所）が、そ

の後の追加供給に対する送電線ルートを含めた連系は今後の課題である。また、中部ジャワでは、

原子力とカリマンタンからの電力供給に対して、新たに多数の500 kVの送変電設備が必要となる。

また、電源だけでなく、送変電施設のための用地取得や環境対策は年々難しくなっている。DC

はACに比べて、同容量を送るのに、鉄塔を含めた送変電設備の規模が小さくてよいため、コス

ト低減および用地取得や環境対策に対して有利である。原子力電源のために約500kmのDC送電線

を西ジャワまで建設すると、約800億円（送電線およびインバーター/コンバーター設備など、2008

年時点）の費用が必要となる。 

 

そのために以下の調査が必要となる： 

① スマトラまたはカリマンタン島からの電力供給計画（電力需要想定、連系方式、環境評

価、経済性や系統安定性評価など） 
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② スマトラ島からの追加電力供給（2015 年予定の 3,000 MW にさらなる追加）に対する

DC 連系計画 

③ カリマンタン島からの DC 連系計画 

④ カリマンタン電力供給と原子力に対するジャワ島内 500kＶ‐DC システムの計画 

⑤ ジャマリ系統の BTB システム計画（ジャマリ地域を 3 ブロックに分割し、ブロック間に

DC システムを導入） 

⑥ 中間供給系統への高電圧導入の検討（ジャカルタ特別州では 150ｋⅤは 275kＶに増強な

ど） 

⑦ 系統拡大に伴う系統運用の効率化・信頼性向上の検討 

⑧ 環境社会配慮（当該設置予定地における住民の居住及び土地利用の状況、絶滅危惧種／

貴重種／希少種の生息状況、保護区等の利用規制等の調査等） 

 

3.5.3 CNG 貯蔵システムの導入 

 

現在、インドネシアの発電所においてガス供給は十分でなく、ガス焚きを前提に建設されたPLTG

やPLTGUなどは、かなりのプラントでHSD焚きを余儀なくされ、PLTGはピークロード、PLTGU

はベースまたはミドルロードの運用を行っているのが実態である。 

今後ガスが供給される事になっても、ガスの供給はテイクオアペイ契約（定量の連続引取り）を

前提にしており、定常的な受け入れが求められる事から、ベースロードに対する運転が基本とな

らざるを得ず、必要な時期に必要量を発電できる状況にない。現在建設中の多数の石炭焚き火力

が運転を開始し、これらがベースロードを相当量担うことになると、PLTGやPLTGUについては、

これまで以上にミドルまたはピークロード対応が求められると考える。 

 

国産の石油資源の枯渇化と、昨今の原油価格の急騰に伴い、石油燃料の消費削減が急務となって

いるが、現在PLTG、PLTGUで使用している燃料をすべてHSDからガスに切り替えるには、ガス

の供給量の不足と、ガスの供給形態、契約条件が障壁となっている。 

大規模なガス田は、需要の中心であるジャワ島からは遠隔の地にあり、それらの開発は輸送を前

提としたLNG生産を目的に開発が進められており、開発には多額の資金を必要とする事から、採

掘、LNG製造、LNG輸送、LNG受け入れまでの一環システムが構築されており、LNGを入手する

には開発当初からの参入が必要である。またLNGは原油と同等に国際市場において競争力があり、

たとえ国内向けに供給されるとしてもかなり高価なものとなる。 

 

したがって、国内の発電所で使用する天然ガスは、中小規模のガス田から供給されるガスが今後

も主流になると考えられ、今後これらの中小規模のガス田からのガス供給は、現在と同様にパイ

プラインを経て供給することが考えられる。 
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パイプラインガスを使い、PLTG、PLTGUに現在のHSD焚きと同等の運用性をもたせる方策とし

てCNG貯蔵システムの導入（第4章4.1.2 (5)項参照）が期待される。CNG貯蔵システムは既設の設

備に、バッファーとしてのCNGタンクとコンプレッサーを追設することで対応できる。したがっ

て、LNGに比べてガス加工・運搬・貯蔵のための設備投資が大幅に少なくて済む。（概算費用；

PLTGU 1ユニットにつき数十億円程度） 

 

既設のガス火力にCNG貯蔵システムを導入すれば、ガス火力はミドルからピークロードに柔軟に

対応できることとなる。 

これを実現する為には、ガス火力について以下の検討が必要である。 

① ガスが既に導入、または近々導入が見込まれる発電所の抽出 

② 発電所へのガス供給量の見通し 

③ 発電所に期待される運用条件（ピーク負荷の持続時間、ミドル負荷のレベル等） 

④ CNG 貯蔵システムの最適設置条件の選定（発電所単独、発電所群で共用等） 

⑤ CNG 貯蔵システムの運用条件と設備容量の決定 

⑥ CNG 貯蔵システムの設置地点の選定（発電所構内、ガス導管の中間地点など） 

⑦ CNG 貯蔵システムの配置計画 

⑧ 環境社会配慮（工事中の影響や安全対策及び事故時の対応計画、温室効果ガス (CO2)

の排出量の変化等の調査が必要。また、CNG 貯蔵システム設置用地を既設発電所の敷

地外に新たに調達して造成する場合には、当該設置予定地における住民の居住及び土

地利用の状況、絶滅危惧種／貴重種／希少種の生息状況、保護区等の利用規制等の調

査も必要。なお、発電所の燃料転換によって最終的に大気汚染負荷（SO2、NOx、煤塵

等）を低減できることを示せれば、CNG 貯蔵システムの導入による発電所周辺の環境

大気質への影響についての詳細な評価は不要。） 

 

3.5.4 CNG 輸送によるガス供給と既設 HSD 焚きプラントのリパワリング 

 

2006年度のJICAによる「インドネシア国ジャワ・バリ地域発電設備運用改善計画調査」、および

2007年度のJETROによる「インドネシア・ジャワ・バリ地域既設発電所出力増強事業調査」にお

いて既設PLTGのリパワリング（コンバインドサイクル化）は、増出力、プラント効率の向上に

大きく寄与することが明確となった。 

 

しかしながら、対象プラントはガス供給の目処がついていない事から、将来のプラントの取り扱

い（HSD焚きは将来休止する）が明確にできない状態である。将来もHSD油を継続使用する事は

許されず、ガス焚きに転換できれば、燃料コスト低減により電力系統の中で、現在以上に重要な

役割を担うことが期待される。 
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パイプラインガスの導入については、過去に何度か検討されており、一部のプラントでは、ガス

焚き運用に対するプラント内の設備改造も行い、ガス供給を待っているものもあるが、なかなか

計画通りは、ガスが供給される状況には至っていない。 

 

そこで、中小ガス田からのガスをCNG として輸送する事（130MWのPLTGにつき概算100～200

億円程度）により、ガス供給が実現すれば、コンバインドサイクル化による増出力、プラント効

率向上に加え、ミドルからピークロードに柔軟に対応できるプラントとして再生が可能となる。 

 

その為には、HSD焚きPLTGについて以下の検討が必要である。 

① CNG の導入が見込まれる発電所の抽出(候補としては Grati、Gilimanuk 発電所) 

② 発電所に期待される運用条件（ピーク負荷の持続時間、ミドル負荷のレベル等） 

③ CNG システムの運用条件と設備容量の決定 

④ CNG 輸送システムの最適設置条件の選定（CNG 船の規模、隻数） 

⑤ プラント構内 CNG 受け入れ設備の検討 

⑥ プラント構内 CNG システムの配置計画 

⑦ HSD 焚きからガス焚きへ転換する事による、設備の改造項目、性能確認 

⑧ 環境社会配慮（工事中の影響や安全対策及び事故時の対応計画、温室効果ガス (CO2)

の排出量の変化等の調査が必要。また、CNG 発送地点について用地を新たに調達して

造成する場合には、当該設置予定地における住民の居住及び土地利用の状況、絶滅危

惧種／貴重種／希少種の生息状況、保護区等の利用規制等の調査も必要。なお、発電

所の燃料転換によって最終的に大気汚染負荷（SO2、NOx、煤塵等）を低減できること

を示せれば、CNG システムの導入による発電所周辺の環境大気質への影響についての

詳細な評価は不要。） 

 



9 

4. 主要な面談記録 
 

JICA 調査団による主要な面談記録を以下に記載する。 
 

(1) 日本大使館 
 

日時：2008 年 10 月 27 日 14:00 ~ 15:45 

場所：日本大使館 

面談者：土屋 二等書記官 

 

調査団より、ドラフトファイナルレポートの概要を要約版にて説明した。 

 

 土屋 2 等書記官より以下のご意見があった： 

 

・ 超臨界圧石炭火力発電所の導入は、中間負荷対応や熱効率向上などの利点は理解できるが、

初期コストが高くなるので、最適な選択かどうかは解らない。 

・ 第一クラッシュプログラムは、中国のシナリオで動いたようなので、日本政府も今後もっ

と戦略を考えるべきかもしれない。 

・ ジャワスマトラ送電線の建設完了は PLN の計画では、2013 年になっているようだが間に

合うのか？ 

→ これから最短でも詳細調査 1 年、建設 5 年を考えると、2015 年以降になる（調査団）。 

・ ワークショップには、（責任者として）MEMR から Emy Perdanahari 電力計画監督局長ある

いは Purwono 電力エネルギー総局長には出席願いたい。 

 

(2) JICA インドネシア事務所 
 

日時：平成 20 年 10 月 27 日 9:30-10:30 

場所：JICA インドネシア事務所 

面談者：河西次長、平岡担当、斉藤専門家、淺枝氏 

 

 ドラフトファイナル概要版および第４次現地調査スケジュールを用いて、調査結果および

今回のスケジュールの説明を行った。 

 JICA よりのコメントは以下の通り。 

 

・ 第２クラッシュプログラムでは石炭 30%、残りを再生可能エネルギー70%と聞いているが、

その計画も今回のマスタープランに入っているのか？ 

→ マスタープランの中に既に入れている。第２クラッシュプログラムでの再生可能エネル

ギーとして水力と地熱があるが、水力については揚水を 3 カ所入れている。 
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・ 次期案件プロジェクトについて、水力マスタープランは既に JICA として取り組む予定であ

る。DC 直流ライン提案は、建設コストが高いと思われるがいかがか？ 

→ コンバータステーションの設置費がかかるが、交流に比べて送電線費用が安いため、送

電距離が長くなるとメリットが出てくる。およそ 350km 以上で交流送電方式よりも直流

送電方式が安くなり、今回の対象は 500km なので十分コストメリットがある。なお、概

算コストは 300 万 kW 送電で約 800 億円、600 万 kW で約 1200 億円と想定している。 

・ DC 直流システムは原子力ありきか？ 

→ 基本は原子力発電所が設置された場合の需要地（ジャカルタ）への送電のためであるが、

原子力のかわりに大規模火力が設置された場合でも系統計画上は同じシステムであるた

め、原子力が無くなれば必要ないというわけではない。 

・ 次期の揚水発電として Matenggeng, Grindulu が具体的候補として挙がっており、JICA とし

ても円借款要請に向けて取り組もうとしているが、全く情報がないのが現状である。今回

の現地調査の中で、カウンターパートとのディスカッションを通じて PLN がどちらを推進

しようとしているか？また、住民移転の可能性など何か情報提供して頂ければありがたい。 

 

 

(3) JICA インドネシア事務所 
 
日時：平成 20 年 11 月 6 日 16:00 - 16:40 

場所：JICA インドネシア事務所 

面談者：河西次長、平岡担当、高田氏（JICA 本部） 

 

 第３次現地調査の帰国報告を行った。 

 JICA よりのコメントは以下の通り。 

 

・ 今回のレポートをインドネシア側の今後の計画や政策に積極的に取り入れていくための

PR が必要である。 

 →カウンターパートである MEMR の MR.Benhur 局次長および PLN の MR. Djoko 局次長が

今後の電力計画を作成する上でのキーパーソンとなってくる。彼らに理解してもらい、

RUKN, RUPTL 等の電力計画に反映するよう再度 PR する予定である。 

・ MEMR, PLN, BAPPENAS の上層部への説明は、JICA ジャカルタ事務所よりアポイントを

取って頂いた後、調査団より説明・報告する予定である。 

  MEMR: Purwono 電力総局長（又は Emy 電力計画監督局長） 

    PLN  : Bambang 計画・技術局長 

    BAPPENAS: Yahya エネルギー・情報通信局長 
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(4) 日本大使館 

 
日時：2008 年 11 月 12 日 10:30 ~ 11:20 

場所：日本大使館会議室 

面談者：安楽岡参事官、土屋二等書記官 

 

 調査団より、第４次現地調査の調査報告を実施した。 

 大使館より以下のご意見があった： 

 

・ ドラフトファイナルの内容を確認して必要であればコメントする。 

・ 帰国報告書の 3.5 項の次期プロジェクトの提案にある「日本の協力によって」という表現

は「外国の協力も考慮し」等の表現に変更すること。 

 

(5) PLN 
 

日時：平成 20 年 11 月 10 日 10:30 - 11:00 

場所：PLN 

面談者：Mr. Djoko Prasetijo, Deputy Director of System Planning 

 

・ 第 3 回ワークショップについて説明し、電源多様化シナリオ（シナリオ 2）で推進するこ

とについて合意した。今後は PLN の作成する電源計画（RUPTL）に積極的に利用するよ

う提案し、合意した。 

・ また、再度系統計画ツール（PSS/E）のインプットデータおよび電源計画ツール（WASP Ⅳ）

のインプットデータの要請があり、データを渡した。 

・ ドラフトファイナルレポートを 10 部手渡しし、11 月 17 日までにコメントをもらうことと

した。 

 

(6) MEMR 
 
日時：平成 20 年 11 月 10 日 15:00 - 15:20 

場所：MEMR 

面談者：Mr. Benhur PL. Tobing, Deputy Director of Electricity Supplying Program, DGEEU 

 

・ 第 3 回ワークショップについて説明し、電源多様化シナリオ（シナリオ 2）で推進するこ

とについて合意した。今後は MEMR の作成する電源計画（RUKN 等）に積極的に利用す

るよう提案し、合意した。 

・ ドラフトファイナルレポートを 10 部手渡しし、11 月 17 日までにコメントをもらうことと

した。 
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(7) MEMR 
 
日時：2008 年 11 月 19 日 13:00 ~ 14 :10 

場所：MEMR DGEEU 

面談者：Ir.Emy Perdanahari, Director of electricity program supervision 

 

調査団より、ドラフトファイナルレポートの概要をプレゼン資料にて説明した。 

 

 Emy 電力計画監督局長より以下のご意見があった： 

 

・ RUKN はエネルギー鉱物大臣がサイン済で、RUPTL は大臣が未サインである。いずれも

年内に公開される可能性はある。 

・ 近年の電力需要は、消費が抑制されているために、ピーク需要の伸び率（4％程度）が低

くなっているようである。 

・ 今後 10 年間で US$ 570 億の資金が電力開発のために必要と予想している。 

・ インドネシアでは、電力開発は、環境問題よりも経済性が重要と考えている。日本も再

生可能エネルギーの比率は 1%程度と低い。 

・ 今後の RUKN 作成には、本調査結果を参考にしたい。 

 

(8) PLN 
 

日時：2008 年 11 月 19 日 15:20 ~ 16 :20 

場所：PLN 

面談者：Mr. Bambang Praptono, Director of planning and Technology 

   Mr. Djoko Prasetijo, Deputy Director for system planning 

 

調査団より、ドラフトファイナルレポートの概要をプレゼン資料にて説明した。 

 

 Bambang 計画・技術局長より以下のご意見があった： 

 

・ RUKN（～2028）では原子力の開発計画は示されない。（PLN としては必要と考えてい

るが）種々の理由により、はずされた。 

・ 大規模電源として単機容量 1000MW の超臨界圧石炭の開発に期待している。 

・ 今後 20 年間で 57GW の電源開発を予定しており、その内、PLN は 35GW、IPP は 22GW

である。 

・ 電力需要の集中する JKT の送配電をどう改善するかが重要な課題と考えている。 

・ 今後の RUPTL 作成には、本調査結果を参考にしたい。 

 



Activities Accommodation Remarks

19-Oct Sun
11:10 Kansai - 16:40 KLL (MH053)
17:55 KLL - 18:55 JKT (MH725)
(Mr. Tanaka)

Jakarta Sultan
Hotel

20-Oct Mon Data Collection, Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

21-Oct Tue
11:00 Kansai - 17:00 SIN (SQ617)
18:45 SIN - 19:20 JKT (SQ966)
(Mr.Matsuda)

Jakarta Sultan
Hotel

22-Oct Wed Data Collection, Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

23-Oct Mon Data Collection, Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

24-Oct Tue Data Collection, Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

25-Oct Sat Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

26-Oct Sun

11:00 Kansai - 17:00 SIN (SQ617)
18:45 SIN - 19:20 JKT (SQ966)
(Mr.Yamaoka)
11:10 Kansai - 17:05 KLL (MH053)
18:05 KLL - 19:05 JKT (MH725)
(Mr. Matsuno)
10:30 Narita - 17:05 KLL(MH089)
18:05 KLL - 19:05 JKT(MH725)
(Mr.Nishida, Mr.Ohwada)

Jakarta Sultan
Hotel

09:30 - 10:30 Meeting with JICA 河西次長、平岡担当、斉藤専門家

14:00 - 15:45 Meeting with Embassy of
Japan 土屋二等書記官

16:00 - 16:20 Meeting with MEMR Mr. Benhur PL. Tobing, Deputy Director of
Electricity Supplying Program, DGEEU

28-Oct Wed
11:00 Kansai - 17:00 SIN (SQ617)
18:45 SIN - 19:20 JKT (SQ966)
(Mr.Koyama)

Jakarta Sultan
Hotel

29-Oct Tue 13:30 - 14:30 Meeting with PLN Jakarta Sultan
Hotel

Mr. Djoko Prasetijo, Deputy Director of System
Planning

29-Oct Wed Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

30-Oct Thu
14:00 - 17:30 Premeeting for
3rdworkshop at MEMR

Jakarta Sultan
Hotel

Mr. Benhur PL. Tobing, Deputy Director of
Electricity Supplying Program, DGEEU
Mr. Monstar, Manager of System Planning,

31-Oct Fri 14:30 - 17:00 Meeting with P3B Jakarta Sultan
Hotel Mr. Susanto, System Planning Manager

1-Nov Sat Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

2-Nov Sun - ditto - Jakarta Sultan
Hotel

3-Nov Mon Prepare for 3rdworkshop Jakarta Sultan
Hotel

4-Nov Tue 10:30 - 11:00 Meeting with JICA Jakarta Sultan
Hotel 河西次長、高田調査役（本部）、平岡担当

5-Nov Wed 9:00 - 16:00 3rdworkshop at MEMR Jakarta Sultan
Hotel

MEMR ： Mr. Agoes Triboesono, Director of
electricity enterprise supervision
PLN ： Mr. Monstar Panjaitan, Manager of
System Planning etc

Date & Day

27-Oct Mon Jakarta Sultan
Hotel
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Activities Accommodation RemarksDate & Day

09:30 - 10:20 Meeting with PLN Mr. Djoko Prasetijo, Deputy Director of System
Planning, PLN

16:00 - 16:40 Report to JICA 河西次長、平岡担当

7-Nov Fri

18:30 JKT - 21:30 KLL (MH722)
23:55 KLL -
(Mr.Tanaka)
20:15 JKT - 22:50 SIN (SQ967)
(Mr.Koyama)

Jakarta Sultan
Hotel

8-Nov Sat

 - 07:00 Kansai(MH052)
(Mr. Tanaka)

01:10 SIN – - 08:35 Kansai(SQ618)
(Mr.Koyama)

Jakarta Sultan
Hotel

9-Nov Sun 20:15 JKT - 22:50 SIN (SQ967)
(Mr.Matsuda)

Jakarta Sultan
Hotel

01:10 SIN – - 08:35 Kansai(SQ618)
(Mr.Matsuda) -

10:30 - 11:00 Meeting with PLN Mr. Djoko Prasetijo, Deputy Director of System
Planning

15:00 - 15:20 Meeting with MEMR Mr. Benhur PL. Tobing, Deputy Director of
Electricity Supplying Program, DGEEU

11-Nov Tue 15:00 - 16:00  Report to BAPPENAS Jakarta Sultan
Hotel

Mr. Yahya Rachmana Hidayat, Director of
energy,telecomunication and information

12-Nov Wed 10:30  - 11:10 Report to Embasy of Japan Jakarta Sultan
Hotel

安楽岡参事官
土屋二等書記官

13-Nov Thu 13:30 -  14:30 Report to Jakarta Japan Club Jakarta Sultan
Hotel

Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

18:30 JKT - 21:30 KLL (MH722)
23:55 KLL -
(Mr.Matsuno)
18:30 JKT - 21:30 KLL (MH722)
23:35 KLL -
(Mr.Nishida, Mr.Ohwada)

-

Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

 - 07:00 Kansai(MH052)
(Mr. Matsuno) -

 - 07:15 Narita(MH088)
(Mr. Nishida, Mr.Ohwada) -

16-Nov Sun Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

17-Nov Mon Data Analysis & Study Jakarta Sultan
Hotel

18-Nov Tue - ditto - Jakarta Sultan
Hotel

13:00 - 14:10 Meeting with MEMR Ir.Emy Perdanahari, Director of electricity
program supervision

15:20 - 16:20 Meeting with PLN

Mr. Bambang Praptono, Director of planning
and Technology
Mr. Djoko Prasetijo, Deputy director for system
planning

20-Nov Thu 20:15 JKT - 22:50 SIN (SQ967)
(Mr.Yamaoka)

Jakarta Sultan
Hotel

21-Nov Fri 01:10 SIN – - 08:35 Kansai(SQ618)
(Mr.Yamaoka) -

6-Nov Thu Jakarta Sultan
Hotel

10-Nov Mon Jakarta Sultan
Hotel

14-Nov Fri

*JKT:Jakarta,  KLL:Kuala Lumpur,  SIN:Singapore

15-Nov Sat

19-Nov Wed Jakarta Sultan
Hotel
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